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総合研究報告書 

 
わが国における父親の子育て支援を推進するための科学的根拠の提示と 

支援プログラムの提案に関する研究 
 

研究代表者 竹原 健二（国立成育医療研究センター研究所政策科学研究部・部長） 
           

研究要旨  
背景：ここ数年、父親の産後うつや父親支援など、父親の社会的な役割や健康課題に関する議論が

急速に進んできている。一方、まだ国内のエビデンスは大幅に不足している。そこで、本研究では

今後の父親支援のあり方を考えるためにも、様々なエビデンスの提示や支援プログラムのあり方に

ついての提言につなげることを目的とした。 

方法：本研究では、①父親の生活や健康の実態などに関する科学的根拠の提示、②国内の父親支援

の取り組みに関する情報収集、③諸外国における父親支援の実態把握、④父親支援プログラムの開

発とその効果検証、をおこなうこととした。 

結果：様々なエビデンスを創出し、合計で 12本の論文と 11 回の学会発表につなげた。また、父親

支援に関する自治体の事業における好事例集や、父親の支援ニーズに関する調査の実施とレポート

作成、学会や研究班によるシンポジウムでの成果の公表・発信といったように、支援実施者に対す

る結果の還元などをおこなった。 

考察：本研究班では 3 年をかけて、5 つの課題を通じて父親の実態や父親支援の必要性、その実施

方法に関する基本的な資料を整理することができた。今後のわが国における父親支援の推進が強く

期待される。 

 
研究分担者 
加藤 承彦（国立成育医療研究センター研究所社

会医学研究部・室長） 

小﨑 恭弘（大阪教育大学教育学部教員養成課程

家政教育部門・教授） 

髙木 悦子（帝京科学大学医療科学部看護学科・

准教授） 
立花 良之（国立成育医療研究センターこころの

診療部 乳幼児メンタルヘルス診療

科・診療部長） 

 

研究協力者：  
阿川 勇太（大阪総合保育大学児童保育学部乳児

保育学科・講師） 
五十嵐 千代（東京工科大学医学保健学部看護学

科・教授） 
市瀬 雄一（国立がん研究センターがん対策研究

所医療政策部・研究員） 
大塚 美耶子（国立成育医療研究センター研究所

政策科学研究部・共同研究員） 
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越智 真奈美（国立保健医療科学院医療・福祉サ

ービス研究部・主任研究官） 
小野寺 敦子（目白大学心理学部心理カウンセリ

ング学科・教授） 
片岡 智恵美（国立成育医療研究センター研究所
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人権課長、ＴＡＭＡ女性センター長） 
菰田 敦子（国立成育医療研究センターこころの
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診療部乳幼児メンタルヘルス診療

科・研究補助員） 
近藤 天之（国立成育医療研究センター研究所社

会医学研究部・非常勤研究員） 
坂田 隆美（国立成育医療研究センターこころの

診療部乳幼児メンタルヘルス診療

科・研究補助員） 
須田 雄次郎（多摩市役所・くらしと文化部長） 
須藤 茉衣子（国立成育医療研究センター研究所

政策科学研究部・研究員） 
芹澤 優子（国立成育医療研究センター研究所政

策科学研究部・共同研究員） 
Bibha Dhungel（国立成育医療研究センター研究所

政策科学研究部・研究補助員） 
永吉 真子（名古屋大学大学院医学系研究科・ 

助教） 
新村 美知（国立成育医療研究センター研究所政

策科学研究部・研究補助員） 
Olukunmi O Balogun 

（国立成育医療研究センター研究所 
 政策科学研究部・研究員） 

本多 剛史（多摩市役所・子ども青少年部長） 
松田 妙子（NPO 法人せたがや子育てネット・ 

代表理事） 
水野 誠（多摩市役所・子ども青少年部・子育て・

若者政策担当課長） 
水本 深喜（松蔭大学コミュニケーション文化学

部・准教授） 
三好 しのぶ（国立成育医療研究センター研究所

社会医学研究部・研究補助員） 
武蔵野市子ども家庭部子ども子育て支援課 
武蔵野市地域子育て支援拠点スタッフ 
山本 悠太郎（多摩市役所・くらしと文化部平和・

人権課、ＴＡＭＡ女性センター・平

和・人権・男女平等参画担当） 
吉原 佐紀子（特定非営利活動法人ここよみ・代

表理事、世田谷区子育て支援コーデ

ィネーター） 
 
Ａ．研究目的 
父親の家事・育児への参加といった話題が注目

されるようになって久しい。父親の産後うつや

2022 年には“男性の育休取得義務化”など、父親

を取り巻く話題に事欠かない時代になってきた。 

わが国では 2010 年の「イクメン」ブームをき

っかけに、父親の家事・育児のありようが大きく

変わり始めた。父親が家事・育児に関わるように

なっていく一方で、父親のメンタルヘルスの問題

や、ワーク・ライフ・バランスの問題が徐々に顕

在化してきた。 
父親のメンタルヘルスは、もともと 2005 年ご

ろから欧米では大規模調査の結果などのエビデ

ンスが示されてきたが、国内の実態はなかなか明

らかにされてこなかった。近年では複数の疫学研

究が実施され、国内の研究のメタ解析により、父

親におけるメンタルヘルスのリスクありと判定

される者は 9.7％いることも示された。この国内

の発生頻度は国際的なメタ解析の結果（8.4%）と

近似している 1,2)。このように、父親が家事・育児

により関わる社会を目指している一方で、その過

程で父親にも健康リスクが生じている可能性が

指摘され、父親への支援（父親支援）に関する議

論が始まった。 
この議論を加速させたのが、2021 年に閣議決

定された成育基本法の基本方針であろう 3)。その

基本方針の中で、「成育医療等の現状と課題」と

して 15 の課題が挙げられているが、その一つに

「父親の孤立」が含まれ、父親も支援の対象であ

ることや、そうした理解を広めることの重要性が

明記された。 
社会が大きく動き始めたものの、父親に関する

エビデンスや父親支援に関する実態やモデル事

例など、情報・データ・エビデンスが大幅に不足

していることが、父親支援を広げていく際の大き

な障壁となっていた。 

そこで、本研究班は、こうした社会背景を踏ま

えつつ、今後のわが国の父親支援のあり方の議論

を深め、父親支援の推進を支えることを目指して、

以下の 4 つの課題とそれぞれの目的を設定して、

3 年間の取り組みを開始した。 
課題１：わが国の父親の健康状態や生活の実態、

評価方法を把握するために、先行研究のレビュー

や、政府統計などの代表性の高いデータ解析によ

り科学的根拠を提示する。 
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課題２：現行の父親支援の取り組みについて、全

国の自治体、父親支援に積極的な企業を対象に情

報を収集する。 
課題３：諸外国における父親支援の実態把握、お

よび、父親支援に関する先行研究を系統的にレビ

ューする。 
課題４：研究班で独自に父親支援の介入プログ

ラムのモデルを開発し、その効果検証をおこなう。 

また、課題２の調査研究をおこなっていく中で、

自治体が父親支援事業を実施できていない理由

に「父親の支援ニーズが分からない」ということ

があったことを受けて、新たに以下の取り組みを

追加した。 

課題４-２：父親の支援ニーズについて、父親を

対象にした調査を実施し、収集された結果を解析

する。 

 
 以上、5 つの課題について、2020 年度から 2022
年度（令和 2 年度から 4 年度）の 3 か年の活動経

過とその成果の概要を報告する。個々の活動の詳

細な説明・報告は各年度の総括分担報告書を参照

願いたい。 
 
Ｂ．研究方法 
１．日本の父親の健康・生活実態把握（課題 1：
二次データ解析） 

わが国の父親に関するエビデンスの創出に向

けて、総務省が実施している社会生活基本調査、

厚生労働省が実施している国民生活基礎調査お

よび21世紀出生児縦断調査、文部科学省が実施し

ている21世紀出生児縦断調査（平成13年コホート、

第16回以降）の調査票情報を申請・取得した。そ

のうえで、二次データの解析と学会発表や論文化

による公表に取り組んだ。 
使用する調査票情報をもとに、解析の実現可能

性を考慮しながら、取り組むべき18の解析テーマ

を決めた。研究分担者や研究協力者らで定期的に

ミーティングを持ちながら、解析結果の確認やそ

の解釈、論文ドラフトの内容に関する議論を深め

ていった。 
 
２．父親支援の既存制度の把握（課題 2：一次デ

ータ収集） 
国内における父親支援の既存制度・事業の把握

や情報収集のために、複数の調査を実施した。ま

ず、全国 1,741 の基礎自治体の母子保健事業担当

者に対して質問票調査をおこない、各自治体にお

ける父親支援事業の実施状況の把握を試みた。ま

た、イクボス企業同盟 232 社の担当者への質問票

調査もおこない、民間企業における父親支援の取

り組み状況などを把握した。 
全国 814 の都市自治体の子育て支援担当者を

対象に、父親支援事業の実施状況や母子保健担当

などとの連携の有無などについて調査をおこな

った。初年度に実施した母子保健担当者への調査

結果から、父親を主たる対象にした事業を実施し

ていた自治体へのヒアリングをおこなった。 
これまでの調査から、父親支援に先駆的・特徴

的に取り組んでいる自治体を選定し、好事例集を

作成することを目指した。ヒアリングおよび質問

紙によって「プログラムの概要」「プログラムの

詳細」「自治体プロフィール」などの情報を収集

し、まとめた。 
 

３．父親支援の海外調査（課題 3：既存資料のレ

ビュー） 
父親支援や社会福祉、母子保健が進んだ諸外国

における父親支援の実態把握を目的に、カナダ、

イギリス、フランス、オーストラリア、フィンラ

ンド、スウェーデン、韓国の計 7 か国を対象に、

妊娠・出産・育児期における父親を対象とした支

援や活動内容、関連する法制度の内容を収集した。

また、職域における父親を対象とする介入研究と、

周産期領域における父親を対象とした介入研究

の 2 つの系統的レビューをおこなった。 
 それぞれの系統的レビューでは、MEDLINE、 
EMBASE、CENTRAL などのデータベース 6 つを

用い、検索式によって検索された文献集合体を作

成した。各レビューで包含基準に基づき、一次・

二次スクリーニングを実施し、レビューに含める

文献の選定を進めた。特定された研究に関して、

研究結果のデータ抽出をおこなった。また、周産

期のレビューで特定された文献をもとに、使用さ

れている尺度やアウトカム指標について整理し
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た。 
 
４．自治体の父親支援モデルの構築・評価（課題

4：モデル構築・評価） 
 自治体における実情を把握するために、東京都

多摩市の行政担当者や市長との意見交換会を実

施した。また、行政共催の講演会の講師を担当し

た際に、参加者に対して父親支援に関するニーズ

調査をおこなった。 
 父親支援の介入プログラムの内容を検討する

ために、精神科医や心理士など多職種による議論

を重ね、新生児の父親に育児への主体的関わりを

促す心理教育リーフレットを作成した。また、そ

の介入効果を検証するための無作為化比較試験

の研究計画の立案と実施フィールドとの調整を

おこなった。 
 東京都世田谷区と武蔵野市でそれぞれ介入プ

ログラムの導入と評価をおこなった。世田谷区に

おける介入研究では、初めて赤ちゃんを迎える父

親を対象に、オンライン父親支援講座と心理教育

リーフレットの配布を実施した。武蔵野市では、

既存の両親学級に加えて、心理教育や、子育て支

援拠点の紹介、グループワークなどを実施した。

いずれの調査でも、対象者を無作為に介入群と対

照群に割り付け、介入前後の効果を検討した。 
 
５．父親の支援ニーズに関する実態把握（課題4-
2：アンケート調査） 
 父親の支援ニーズやモヤモヤを明らかにする

ために計4時点（母子健康手帳交付時ならびに3～
4か月児健診、1歳6か月児健診、3歳児健診）で父

親を対象にしたWebアンケート調査の研究計画

を策定した。課題２の母子保健担当者への調査時

に、研究班の活動への協力可否を尋ねており、協

力が得られそうな自治体の選定を進めた。 
 協力の得られた60自治体において、4時点の中

から協力可能な範囲で対象者のリクルートをし

てもらった。調査は、自治体に対象者のリクルー

トを依頼し、データはWebアンケートを通じて回

収した。 
 
６．父親の健康や生活の実態、父親支援の必要性

を周知する取り組み 
 本研究班で得られた知見や研究班の活動を広

く周知するために、日本公衆衛生学会（山梨）に

おけるシンポジウムと研究班主催によるオンラ

インシンポジウムを実施・配信をおこなった。 
 
７．倫理的配慮 
 本研究で実施した活動については、国立成育医

療研究センターの倫理審査委員会の承認を得て

実施した（承認番号：1533, 2151, 2020-160, 2020-
217, 2020-299, 2020-322, 2021-193, 2022-063, 2022-
064）。また、政府統計の利用に関しては統計法第

33条の手続きに基づいて、承認を得た上でおこな

った。 
 
Ｃ．研究結果 
１．日本の父親の健康・生活実態把握（課題 1：
二次データ解析） 
 3 年間で、以下の①～⑱の計 18 の解析テーマ

を定めて取り組んだ。そのうち、7 編（英文 5・
和文 2）の論文を学術誌に掲載することができた。

そのほかの 11 のテーマについても、解析中・論

文執筆中・論文投稿済（査読中）の状況にあり、 
着実に進めることができた。 
＜解析テーマ ※は論文掲載済み＞ 
① 乳児がいる世帯における父親および夫婦の

メンタルヘルスの状況※ 
② シングルファーザーのメンタルヘルスの状

況※ 
③ 父親の育児参加の影響についての知見のま

とめ※ 
④ 父親の生活時間の記述※ 
⑤ 介助が必要な子どもがいる世帯の父親の健

康状態※ 
⑥ 父親の育児参加の状況 
⑦ 乳幼児がいる世帯の父親の社会経済状況と

健康状態 
⑧ 父親の育児への関わりと母親のしつけとの

関連 
⑨ 父親の育児休業取得の影響 
⑩ 多胎児世帯の父親の状況 
⑪ 父親の育児への関わりの長期的な影響※ 
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⑫ 父親の育児への関わりに関連する要因の分

析 
⑬ 父親の育児ストレスに関連する要因の分析

※ 
⑭ 父親の育児への関わりと子どもの TV 視聴

との関連 
⑮ 父親の育児への関わりと 8 歳時点での子ど

もの行動発達との関連 
⑯ 父親の育児への関わりと離婚との関連 
⑰ 母親の雇用の継続に関連している父親の要

因の分析 
⑱ 父親の喫煙と関連している要因の分析 
 
２．父親支援の既存制度の把握（課題 2：一次デ

ータ収集） 
 自治体の母子保健担当の調査では、837 自治体

からの有効回答があった。2019 年度に父親を主

な対象者とする育児支援を実施していた自治体

は 6.5%に留まったことが示された。実施してい

ない自治体の 70％は父親支援事業の必要性を実

感していたが、「父親の支援ニーズが不明」など

の理由で実施には踏み切れていない実態が示さ

れた。 
 イクボス企業同盟への調査では、82 件の有効

回答を得た。実施されている父親支援の取り組み

内容では、「出産祝金制度」（81.7％）、「育児の為

の法定以上の休暇取得の促進」（61.0％）、などが

上位を占めた。 
 自治体の子育て支援担当者を対象にした調査

では、351 件(43％)の回答を収集した。都市自治

体の子育て支援部署における子育て支援 4 事業

内の父親支援の取り組みは、全体の 24.8％にとど

まっていた。また、子育て支援部署と母子保健部

署との連携について、約 80%の自治体では情報交

換や検討会をおこなっているが、具体的な事業レ

ベルでの協働は 40%程度となり半数以上は協働

の事業を実施していないことも分かった。 
 母子保健担当者への調査結果をもとに、父親支

援事業を実施していた 54 の自治体のうち、21 の

自治体で担当者から、事業の目的や内容、実施時

の工夫などについてヒアリングをおこなった。父

親への育児支援は明確な法的根拠に乏しく事業

化しにくいことなどが示された。また、そのヒア

リングで収集した資料・データなどをもとに、父

親支援事業の好事例集を作成した。 
 
３．父親支援の海外調査（課題 3：既存資料のレ

ビュー） 
 7 か国における父親支援の取り組みや法制度

に関する調査では、父親の健康状態のアセスメン

ト、男性向けの情報提供、家庭訪問でのアウトリ

ーチなど、様々な種類の取り組みが探索的に実施

されていることが示された。各国の知見から、日

本国内では実施されていない、父親に焦点を当て

たユニークな取り組みがおこなわれていること

が分かった反面、どの国も父親の巻き込みやニー

ズ把握に苦慮していることも示唆された。 
 職域における父親を対象とした介入研究の系

統的レビューでは、6,881 件の研究が検索式によ

りヒットし、7 研究に基づく 19 件の論文が特定

された。介入プログラムとして、労働時間の短縮

やフレックス制の導入、ワーク・ライフ・バラン

スやペアレンティングに関するトレーニング、個

別カウンセリングなどがおこなわれ、こうした介

入は睡眠やメンタルヘルス、ワーク・ライフ・バ

ランス、仕事や育児に関する効力感などを改善す

ることが示唆されていた。 
 周産期（妊娠期から産後 1 年以内）の父親を対

象とした介入研究に関する系統的レビューでは、

選定基準によっては特定される論文数が膨大に

なってしまったため、見直しをおこない、最終的

に 119 件（132 論文）が特定された。特定された

研究の特徴として、父親のみを対象とした研究は

少ないことや、半数以上（68.9%）が RCT であっ

たが、サンプルサイズが小さかったり、追跡期間

が短いなど、探索的な研究デザインとなっている

ことがうかがわれた。 
 これらのレビューから得られた文献・研究で用

いられていたアウトカム指標とその測定尺度を

まとめた。介入の目的ごとに、育児行動や父子関

係、夫婦関係、メンタルヘルス、Well-being、虐待、

ソーシャルサポートといった、様々な概念・アウ

トカムの測定が試みられていた。 
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４．自治体の父親支援モデルの構築・評価（課題

4：モデル構築・評価） 
 研究班として独自の父親支援に関する介入プ

ログラムの開発・評価をおこなうために、自治体

の首長や事業担当者との打ち合わせや、子育て世

帯の夫婦などとの意見交換を重ねた。介入プログ

ラムとして、上記のような知見や海外の研究成果

などをもとに心理教育のリーフレットなどのコ

ンテンツを開発した。 
 世田谷区における介入研究では、父親が妊娠

中・産後 2 か月の両アンケートに協力した参加者

を分析対象とした。分析対象者は介入群で父親

12 名、母親 14 名で、コントロール群では父親 20
名、母親 20 名であった。解析結果として、介入

群の父親に比べ、コントロール群の父親において

産後 2 か月時に WHO5 を用いた精神的健康度の

得点が有意に高かった。育児行動全体にはコント

ロール群との差はみられず、平日のおむつ替え

（尿）のみで頻度が高かった。一方、母親は介入

群で MIBS を用いた赤ちゃんへの気持ちが有意

に良好であり、WHO5 による精神的健康度も高

かった。 
 武蔵野市における介入研究では、市の両親学級

に参加した父親 119 名、母親 121 名の参加を得

た。解析結果として、保健師とひろばスタッフに

よる父親支援プログラムの実施による、父親およ

び母親の育児に対する自己効力感への影響は認

められなかった。 
 
５．父親の支援ニーズに関する実態把握（課題 4-
2：アンケート調査） 
 全 60 の自治体から 4 時点（母子健康手帳交付

時および 3-4 か月、1 歳 6 か月、3 歳の乳幼児健

診時）のいずれかに回答した 1,360 人のデータを

収集し、解析した。夫婦関係のモヤモヤとしては、

「妻のイライラの原因が分からない」が最も多か

った。社会制度に関するモヤモヤは「父親が子育

てしやすいような制度・環境が整っていない」「父

親の育児に関する情報が母親に比べ少ない」など

が多く挙げられていた。モヤモヤが解消されず、

長続きする事柄も散見された。 
 

６．父親の健康や生活の実態、父親支援の必要性

を周知する取り組み 
 2022年 10月の日本公衆衛生学会のシンポジウ

ム、2023 年 2 月に研究班として開催・配信した

オンラインシンポジウムにおいて、それぞれ 3 年

間の成果を報告した。またオンラインシンポジウ

ムの実施に先立ち、国立成育医療研究センターに

ホームページを立ち上げ、オンラインシンポジウ

ムの議論に資する、本研究班の成果について公表

した。 
（https://www.ncchd.go.jp/scholar/research/section/p
olicy/project/01_symposium.html） 
 
Ｄ．考察 
 父親のメンタルヘルス、父親支援という新しい

課題に対し、国内の認知を高め、取り組む自治体

を増やしていくことを目指し、本研究では 3 年間

取り組んできた。国の政府統計という既存データ

を用いて、父親のメンタルヘルスや生活の実態を

示すとともに、父親支援の必要性・意義を支持す

るエビデンスを創出した。まだ論文化しきれてい

ない解析テーマや、父親関連の調査項目を含む大

規模データの取得があることから、引き続き、わ

が国の父親における生活や健康の実態、家事・育

児の参加状況、それらの予後への影響などのエビ

デンスを示していく余地は残っている。 
自治体における父親支援事業の実施状況を把

握するとともに、父親支援事業の実施・拡大に向

けて、父親の支援ニーズの把握が重要であること

を突き止めた。さらに、その支援ニーズを把握す

るための調査を追加し、簡便なものではあるが支

援ニーズを示した興味深い結果も得られた。先駆

的・特徴的な父親支援事業を実施している自治体

に、その事業内容などをヒアリングして好事例集

を作成した。 
諸外国の取り組みや法制度の整理、父親を対象

にした支援目的の介入研究について、2 つの系統

的レビューをおこなった。自治体の実施状況の調

査などと併せて、既存資料の整理は概ね完了した

と考えられる。自治体の実態調査は 2019 年度時

点のものであったため、成育基本法の基本方針が

出された 2021 年 2 月以降の変化などを注視して
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いくことが重要であろう。 
本研究では、心理教育のエッセンスを踏まえた

2 つの介入プログラムのモデルを構築し、探索的

な介入効果の検討をおこなった。いずれの介入研

究でも顕著な効果は認められず、あらためて介入

プログラムの構築とその評価が難しい領域であ

ることが分かった。 
この 3 年間で、父親支援の必要性や現状などを

記述する取り組みは大きく進めることができた。

今後は、父親支援をいかに多くの地域で実施し、

一人でも多くの父親に支援の手を届け、父親そし

てその家族の Well-being を向上させていく時期

に移っていくと考えられる。 
 
Ｅ．結論    

本研究班では 3 年をかけて、5 つの課題を通じ

て父親の実態や父親支援の必要性、その実施方法

に関する基本的な資料を整理することができた。 
 
謝辞 本研究班の実施に際して、ご協力いただき

ました自治体や民間企業の皆様、調査にご協力い

ただきました対象者の皆様、研究班の活動推進に

ご助言・ご支援をいただきました皆様に深くお礼
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令和 2～4 年度 厚生労働科学研究費補助金 
成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業） 

総合・分担研究報告書 

 
父親の健康状態および育児参加の効果に関する研究 

 
研究分担者 加藤 承彦（国立成育医療研究センター研究所社会医学研究部・室長） 

           
研究要旨  
背景：働く母親の増加や祖父母と同居する世帯の減少により、徐々に父親も積極的に育児に関わる

ことが期待される社会に移行しつつある。しかし、父親に関する情報（健康状態や育児への関わり

の状況等）や父親が育児参加することにどのような影響があるのかに関する知見は、日本国内では

限られている。よって、父親に関する様々な分析を大規模な政府統計データを用いて行った。 

方法：分析には、総務省の社会生活基本調査と厚生労働省の国民生活基礎調査および 21 世紀出生

児縦断調査を用いた。なお、21 世紀出生児縦断調査は、2001 年コホートの第 16 回以降は、文部科

学省に移管されており、文部科学省にも 21 世紀出生児縦断調査データの利用申請を行った。 

結果：令和 2 年度においては、主に 3 つの分析を行った。令和 3 年度においては、4 つの分析を行

った。令和 4 年度においては、4 つの分析を行った。これらの分析の結果、ある特徴をもった世帯

（例、シングルファーザー、介助が必要な子どもがいる世帯等）の父親の健康状態や育児に関する

状況について明らかにすることができた。また、父親が積極的に育児に関わることの影響について

もいくつかの知見を蓄積することができた。 

考察：過去 3 年間において、上記の 11およびその他 7の分析、合計 18 の研究を実施し、3 年間の

研究期間内に 7 篇の論文が掲載された。今後、父親支援が社会実装されていく際に、これらの知見

が支援の根拠となることが期待される。 

 
研究協力者 
市瀬 雄一（国立がん研究センターがん対策研究

所医療政策部・研究員） 
越智 真奈美（国立保健医療科学院 医療・福祉サ

ービス研究部・主任研究官） 
大塚 美耶子（国立成育医療研究センター研究所

政策科学研究部・共同研究員） 
可知 悠子（北里大学医学部公衆衛生学・講師） 
近藤 天之（国立成育医療研究センター研究所社

会医学研究部・非常勤研究員） 
永吉 真子（名古屋大学大学院医学系研究科・助

教） 
新村 美知（国立成育医療研究センター研究所政

策科学研究部・研究補助員） 
三好 しのぶ（国立成育医療研究センター研究所

社会医学研究部・研究補助員） 
Bibha Dhungel（国立成育医療研究センター研究所

政策科学研究部・研究補助員） 

Ａ．研究目的 
本研究の目的は、父親の現状と父親の育児参加

の影響について明らかにすることである。近年、

厚生労働省が実施するイクメンプロジェクトな

どの影響により父親の育児参加に対する社会の

関心が高まりつつあり、2021 年 4 月現在で男性

の産後休業取得の促進の義務化が規定路線とな

っている。しかし、その一方で日本の父親の健康

や生活の状況について明らかにした研究はなく、

また父親の育児参加が母親や子ども、父親自身に

対してどのような影響があるのかについて明ら

かにした研究は日本国内ではほとんど実施され

ていない。よって過去 3 年間で下記およびその他

の分析を実施した。 
 
＜令和 2 年度＞ 
① 乳児がいる世帯における父親および夫婦の

メンタルヘルスの状況 
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② シングルファーザーのメンタルヘルスの状

況 
③ 父親の育児参加の影響についての知見のま

とめ 
 
＜令和 3 年度＞ 
④ 父親の生活時間 
⑤ 介助が必要な子どもがいる世帯の父親の健

康状態 
⑥ 父親の育児参加の状況 
⑦ 乳幼児がいる世帯の父親の社会経済状況と

健康状態 
 

＜令和 4 年度＞ 
⑧ 父親の育児への関わりと母親のしつけとの

関連 
⑨ 父親の育児休業取得の影響 
⑩ 多胎児世帯の父親の状況 
⑪ 父親の育児への関わりの長期的な影響 
 

その他に7つの分析（「父親の育児への関わりに

関連する要因の分析」「父親の育児ストレスに関

連する要因の分析」「父親の育児への関わりと子

どものTV視聴との関連」「父親の育児への関わり

と8歳時点での子どもの行動発達との関連」「父親

の育児への関わりと離婚との関連」「母親の雇用

の継続に関連している父親の要因の分析」「父親

の喫煙と関連している要因の分析」）も実施した。 
 
Ｂ．研究方法 
１．日本の父親の健康・生活実態把握（課題 1：
二次データ解析） 

分析には、総務省が実施している社会生活基本

調査、厚生労働省が実施している国民生活基礎調

査および21世紀出生児縦断調査、文部科学省が実

施している21世紀出生児縦断調査（平成13年コホ

ート、第16回以降）の調査票情報を独自集計した。

公表数とは一致しない場合がある。 
 
① 乳児がいる世帯における父親および夫婦の

メンタルヘルスの状況 
 本分析では、2016年の国民生活基礎調査のデー

タに含まれている1歳未満の子どもがいる3,514

世帯の父親と母親に両方を対象とした。世帯票お

よび健康票のデータを用いて、父親と母親それぞ

れおよび両者のメンタルヘルスの不調の状況と

関連する要因について、単回帰および重回帰分析

を行った。 
 
② シングルファーザーのメンタルヘルスの状

況 
国民生活基礎調査の2016年データを用いた。対

象者は、18歳以下の子どもがいる父親で、シング

ルファーザーが868人、ふたり親世帯の父親が

43,880人だった。父親のメンタルヘルスの状況の

指標としてK6尺度を用い、メンタルヘルスの不

調の状況と関連する要因について、単回帰および

重回帰分析を行った。 
 
③ 父親の育児参加の影響についての知見のま

とめ 
乳幼児期の子どもがいる家庭における父親の

育児参加の影響について系統的レビューをおこ

なった。NICU入院歴や多胎などがない一般人口

を対象とした質問紙調査による定量的研究から

得られた知見に関する原著論文を検索した。和文

論文は、19編が対象だった。 
 英文論文は、PubMedを用いて検索した。該当

論文が少数であったため、2001年から2021年まで

期間を拡大した。キーワードを「 father OR 
paternal」、「childcare OR child care OR coparenting 
OR involvement」、「Japan」で検索し、父親の育児

参加の影響を検証した4編を対象とした。 
 
④ 父親の生活時間 
 本分析は、「乳幼児がいる世帯の父親は、勤務

している日において1日の時間をどのように過ご

しているのか？」を明らかにし、父親の家事・育

児関連時間を増やすための支援策を考える上で

の基礎資料とすることを目的とした。分析には、

社会生活基本調査の2016年のデータを用いた。分

析対象者は、①父親、②2人親と子どもの世帯、

③末子が未就学児、④父親が就業している、⑤調

査実施日が父親の勤務日という条件すべてを満

たした対象者に限定した（3,755人）。 
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⑤ 介助が必要な子どもがいる世帯の父親の健

康状態 
本分析は、「介助が必要な子どもがいる世帯の

父親の健康状態はどうなっているのか？」を明ら

かにすることを目的とした。分析には、国民生活

基礎調査の2016年のデータを用いた。分析対象者

は、介助の必要がある6歳以上、18歳未満の子ど

もとその父親の438組と介助の必要がない子ども

とその父親の27,682組だった。 
 
⑥ 父親の育児参加の状況 
本分析は、6歳未満の子どものいる世帯におけ

る父親の社会背景情報の整理と育児・家事への関

与の状況の実態把握を目的とした。本分析では、

21世紀出生児縦断調査（平成22年出生児）の第1
回（子どもの年齢：生後6か月）から第6回（同：

5歳6か月）のデータに含まれている父親に関する

項目を集計した。各回の有効回答数は次のとおり

である（第1回38,554、第2回33,356、第3回32,380、
第4回29,582、第5回28,161、第6回27,785）。 
 
⑦ 乳幼児がいる世帯の父親の社会経済状況と

健康状態 
本分析は、父親の社会経済状況や健康状態を明

らかにすることを目的とした。使用したデータは

国民生活基礎調査の2010年および2013年の世帯

票および健康票である。子・父親・母親の情報が

揃ったデータセットを作成した。また、分析の対

象は両親のデータが揃っており（ひとり親は除外

した）、末子年齢が6歳未満のケースに限定した。

分析では父親の社会経済状況や健康状態を確認

した。 
 
⑧ 父親の育児への関わりと母親のしつけとの

関連 
本分析は、母親が子どものお尻をたたくという

しつけ行動に着目し、子どもが生後6か月時点の

父親が家事や育児を行う頻度により、子どもが

3.5歳時点の母親が子どものお尻をたたく頻度が

異なるかどうかを明らかにすることを目的とし

た。分析には、厚生労働省が実施している21世紀

出生児縦断調査の平成22年コホートを用いた。父

親の家事・育児頻度（第1回調査）、子どものお尻

をたたく頻度（第4回調査）に母親が回答し、分

析項目に欠損のない17,573人を対象とした。 
 
⑨ 父親の育児休業取得の影響 
 本分析は、父親の育児休業取得有無により、長

期的な夫婦関係への影響を把握することを目的

とした。分析には、21世紀出生児縦断調査の平成

22年コホートを用いた。父親と母親が同居してお

り、父親が常勤の勤務形態である日本人家族世帯

を対象とし、育児休業取得（児が1歳半まで）の

項目に対して、「父親が育休を取得したと回答し

た世帯（育休取得世帯）」と「父親が育休を取得

していないと回答した世帯（非育休取得世帯）」

の2群に分け、児が1歳半から5歳半までの5か年で、

「子育てして良かったこと」および「子育てして

いて負担に思うこと」の回答分布を分析した。最

終的な分析対象者は、育休取得世帯426人、非育

休取得世帯16,497人であった。 
 
⑩ 多胎児世帯の父親の状況 
分析には、厚生労働省が実施している国民生活

基礎調査の2016年の世帯票および健康票のデー

タを用いた。父親と子どもの情報が両方揃ってい

るケース（父と子が同居しているもの）のみを抽

出し、同居している0歳の子どもの人数によって

多胎・単胎を区別した。本分析では母親と同居し

ているかについては特定していない。抽出された

分析対象者は、0歳の子どもと同居する父親3,734
人（多胎児の父親36人・単胎児の父親3,698人）で

ある。 
 
⑪ 父親の育児への関わりの長期的な影響 

本分析は、子どもが0歳時点での父親の育児へ

の関わりと子どもが16歳時点での子どもの心理

的なウェルビーイングの状況との関連を明らか

にすることを目的とした。分析には、21世紀出生

児縦断調査の平成13年コホートを用いた。子ども

が6か月時点での父親の育児への関わりと16歳時

点での子どもの心理的なウェルビーイングとの

関連について分析を行った。早産児や多胎児、ひ

とり親世帯の家庭の子ども等を分析の対象から
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除き、最終的な分析対象者は、18,510人であった。 
 
２．倫理的配慮 

本研究で使用した政府統計のデータは統計法

に基づく2次利用申請により使用の承諾を得たも

のである（厚生労働省発政統0302第3号）。また、

本研究は，国立成育医療研究センターの倫理審査

委員会の承認を得て実施した（承認番号2020-
955）。 
 
Ｃ．研究結果    
① 乳児がいる世帯における父親および夫婦の

メンタルヘルスの状況 
 K6 尺度を用いた中程度以上のメンタルヘルス

の不調の割合は、父親、母親のいずれかの場合だ

と 15.1％で、両方の場合だと 3.4％だった。中程

度以上の割合は、父親 11.0％で、母親 10.8％とほ

ぼ同じ割合だった。 
 
② シングルファーザーのメンタルヘルスの状

況 
K6 尺度が 13 点以上の場合を重度のメンタル

ヘルスの不調と定義しアウトカムとして用いた

結果、シングルファーザーで 8.5％が該当した。

ふたり親世帯の父親では、5.0％だった。シングル

ファーザーとふたり親世帯の父親を比較した場

合、教育歴が低い傾向や、正規雇用でない傾向が

見られた。シングルファーザーの群において、メ

ンタルヘルスの不調と関連する要因を分析した

結果、雇用状況や睡眠時間などとの関連が見られ

た。 
 
③ 父親の育児参加の影響についての知見のま

とめ 
対象者が母親であった論文が8編、父親が4編、

母親と父親両方であった論文が 10 編みつかった。

主な結果のまとめとして、次の 2 点の傾向が見ら

れた。第 1 に、母親が父親の積極的な育児参加を

認知している場合、母親の育児負担感が低く、幸

福度が高い傾向が見られた。また、子どもの健康

や発達（怪我や肥満の予防）においても、良い影

響を及ぼしている可能性が示唆された。しかし、

第 2 として、父親が自分自身で評価した育児参加

の度合いは、母親の負担感などとは直接に関連し

ない可能性が示唆された。 
 
④ 父親の生活時間 
 「仕事関連時間（仕事と通勤時間）」は、10 時

間以上が全体の約７割を占めており、12 時間以

上の割合が約 3.5 割で最も高かった。また、「仕

事関連時間」が長いと、相対的に「家事・育児関

連時間」や「睡眠や食事等の時間」が短くなる傾

向が見られた。また、「仕事関連時間」が 12 時間

以上の群における、家事・育児関連時間の平均は、

1 日 10 分だった。 
 
⑤ 介助が必要な子どもがいる世帯の父親の健

康状態 
メンタルヘルスが悪い可能性（K6 尺度の点数

が 9 点以上）がある父親の割合は、介助の必要が

ない子どもの群で 12％、介助の必要がある子ど

もの群で 17％だった。主観的健康観が悪い（「あ

まりよくない」と「よくない」）割合は、介助の

必要がない子どもの群で 8％、介助の必要がある

子どもの群で 13％だった。 
 
⑥ 父親の育児参加の状況 
「現在の就業状況」は、第 1 回から第 6 回の調

査を通して「勤め（常勤）」が約 86％、「自営業・

家業」約 10%であり、「勤め（パート・アルバイ

ト）」は第 1 回 2.4％から第 6 回 1%まで減少傾向

となっている。「無職」も第 1 回 1.2%から第 6 回

0.4%まで減少傾向にあり、そのうち「仕事を探し

ている」人は第 1 回 84.4%から第 6 回 61.7%まで

年々減少していた。 
 
⑦ 乳幼児がいる世帯の父親の社会経済状況と

健康状態 
父親の健康状態を確認した結果、メンタルヘル

スが極めて悪い状況（K6 尺度の点数が 13 点以

上）が 3～4％、主観的健康観が「よくない」もし

くは「あまりよくない」と回答した割合が 8～9％
いた。また、毎日またはときどきタバコを吸う父

親が約 50％だった。また、調査時点で精神疾患に

より通院している父親が 1％いた。 
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⑧ 父親の育児への関わりと母親のしつけとの

関連 
 母親が子どものお尻を「よく」たたく割合は、

4.8％であった。父親の家事頻度が高いほど、母親

が子どものお尻を「よく」たたく傾向は低かった。

父親の育児頻度については、父親の労働時間が週

50 時間未満の場合、父親の育児頻度が高いほど、

母親が子どものお尻をよくたたく傾向が低かっ

た。 
⑨ 父親の育休取得の影響 
 「子育てをしていて良かったこと」と「子育て

をしていて負担に思うこと」という設問から「家

族の結びつきが強くなった」や「配偶者が育児に

参加してくれない」と回答した人の 5 か年の分布

を各年で 2 群間で比較したが、統計学的有意な差

は見られなかった。 
 
⑩ 多胎児世帯の父親の状況 
現在の健康状態を問う主観的健康観は、「よい」

「まあよい」「ふつう」「あまりよくない」「よく

ない」の選択肢から 1 つ回答をするものであっ

た。「あまりよくない」「よくない」を選択した多

胎児の父親は約 9％、単胎児の父親は約 6％であ

った。悩みやストレスがあると回答した父親のう

ち、悩みやストレスの原因が「育児」と回答した

多胎児の父親は約 14％、単胎児の父親は約 9％、

悩みの原因として「自由にできる時間がない」と

回答した多胎児の父親は約 11％、単胎児の父親

は約 8％であった。 
 
⑪ 父親の育児への関わりの長期的な影響 

母親の学歴などの交絡要因を調整した結果、父

親の「育児への関わりが少ない群」を比較して、

より多い群では、子どもが 16 歳時点での心理的

なウェルビーイングの低下のリスクが、最大約

10％低かった。 
 
Ｄ．考察 
① 乳児がいる世帯における父親および夫婦の

メンタルヘルスの状況 
 分析の結果、13 か月未満の子どもがいる父親、

母親のいずれかまたは両者のメンタルヘルスが

良好でない世帯が一定数いることが明らかにな

った。本分析の結果、母親だけでなく、父親の健

康状態にも注意を払う必要が示唆された。父親と

母親の両者の健康状態が同時に悪化した場合、幼

い子どもの養育に悪影響を及ぼすことが予想さ

れる。そうした状況を防ぐためにも父親と母親の

両者に介入を行う必要があると考えられる。 
 
② シングルファーザーのメンタルヘルスの状

況 
シングルファーザーの群において、メンタルヘ

ルスの不調の割合が高いことが確認された。日本

国内においては、シングルファーザーを対象とし

た大規模な調査はあまり実施されておらず、貴重

な知見が示された。 
 
③ 父親の育児参加の影響についての知見のま

とめ 
父親の育児参加の影響に関する文献レビュー

の結果、次の 2 点の傾向が見られた。まず、第 1
点目として、母親が父親の積極的な育児参加を認

知している場合、母親の育児負担感が低く、幸福

度が高い傾向が見られた。子どもの健康や発達

（怪我や肥満の予防など）および第 2 子や第 3 子

の出生においても良い影響を及ぼしている可能

性が示唆された。しかし、第 2 点目として、父親

が自分自身で評価した育児参加の度合いは、母親

の負担感などとは直接に関連しない可能性が示

唆された。この可能性については、他の文献でも

言及されている。 
 
④ 父親の生活時間 
 通勤時間を含む仕事時間が長い父親は、家事・

育児に費やす時間が短い傾向が明らかになった。

今回の分析で、改めて働き方改革やリモートワー

クの推進による仕事に費やす時間の短縮の必要

性が示唆された。しかし、目標を個人の努力のみ

で達成することは難しいため、社会や企業など組

織的な取り組みが必要であると考えられる。 
 
⑤ 介助が必要な子どもがいる世帯の父親の健

康状態 
全国の世帯を対象にした代表性のあるデータ
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を用いて、介助が必要な子どもがいる世帯の父親

の健康状態を分析した結果、介助が必要のない子

どもの世帯の父親と比較して健康状態が悪い可

能性が明らかになった。本分析で、因果関係を明

らかにすることはできなかったが、父親への公的

支援の必要性が示唆された。 
 
⑥ 父親の育児参加の状況 
第 1 回から第 6 回の調査を通して、平日に 2 時

間以上子どもと一緒に過ごす父親の割合が減少

する一方、休日に 10 時間以上子どもと一緒に過

ごしている父親の割合は常に 50%を超えること

が示めされた。そのほか、子どもとの接し方や父

親の喫煙状況、食習慣などについても、代表性の

高い政府統計データから父親の実態を把握する

ための貴重な情報を得ることができた。 
 
⑦ 乳幼児がいる世帯の父親の社会経済状況と

健康状態 
 父親の平均年齢は、35～36 歳で、一般的には健

康状態が良いと思われる年齢であるが、そのなか

でも一定数、健康状態が良くない父親がいること

が明らかになった。 
 
⑧ 父親の育児への関わりと母親のしつけとの

関連 
分析結果から、母親が子どものお尻をたたく行

為には、家事・育児の役割が母親に偏ることへの

ストレスや時間的な余裕のなさ等が一部影響し

ていると考えられる。子どものお尻をたたく行為

は体罰に含まれ、子どもの心や脳の発達に長期的

な影響を及ぼすことが分かっている。子どもにと

ってより安全な成育環境を提供するために、父親

の家事・育児への関与を促進する必要性が示唆さ

れた。 
 
⑨ 父親の育休取得の影響 
父親が育児休業を取得した世帯では、育児休業

を取得しなかった世帯と比較して、児が 1 歳半か

ら 5 歳半までの期間に子育てをしていてよかっ

たと感じることや、子育てをしていて負担に感じ

たことに差がなかった。単に父親の育児休業の取

得推進だけではなく、希望する人が育児休業を取

得しやすい環境の整備や、育児休業を取得するこ

とをきっかけに育児や家事への理解を深めてい

くことも検討を重ねていく必要がある。 
 
⑩ 多胎児世帯の父親の状況 
分析結果より、多胎児の養育には単胎児よりも

多くの人手が必要となるため、父親は仕事以外の

時間を育児・家事に費やすことで、父親自身の健

康を保つことが困難な状況に置かれていると考

えられる。0 歳の多胎児の父親は、単胎児の父親

と比較すると心身の負担が大きい可能性が高い。

多胎児の母親と同様に多胎児の父親にも支援が

必要であることが示唆された。今後は多胎児の父

親の心の健康状態、睡眠状況や就業状況など、よ

り詳細に分析して必要な支援の検討を行う必要

がある。 
 
⑪ 父親の育児への関わりの長期的な影響 

本分析の結果、乳児期に父親が育児に多く関わ

ることが、長期的に子どもの成長に良い影響を及

ぼす可能性が示唆された。 
 
Ｅ．結論    

これまで、日本国内では父親に関する情報は殆

どなかったが、この研究班としての活動を通じて、

過去三年間で、上記及びそれ以外の合計 18 の分

析を実施し、7 編（英文 5・和文 2）の論文を学術

誌に掲載することができた。今後、父親支援が社

会実装されていく際に、これらの知見が支援の根

拠となることが期待される。 
 
謝辞 なし 
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令和 2～4 年度 厚生労働科学研究費補助金 
成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業） 

総合・分担研究報告書 
 

自治体の父親育児支援の現状と父親の育児に関わるニーズに関する研究 
 

研究分担者  髙木 悦子（帝京科学大学医療科学部看護学科・准教授） 
小﨑 恭弘（大阪教育大学健康安全教育系教育学部教員養成課程家政教育部門・教授） 
 

研究要旨 
背景：父親への育児支援は、地域で独自に実施されている事業や NPO 法人による実施があるもの

の、その詳細については不明である。課題２の調査班では母子保健担当部署での実施状況を明らか

にし、実施されている事業の好事例を提示することを目的とした。さらにこの調査から、父親のニ

ーズが不明であることが自治体母子保健内での実施を妨げていることが明らかとなったため、父親

に対するニーズ調査を実施した。これら二つの調査から得られた結果を、自治体での父親育児支援

策定のための基礎的な資料することである。  2020 年に 1,741 の全国の基礎自治体に対する郵送法

による自記式質問紙票調査と、2021 年に好事例のヒアリング調査、2022 年に全国の母子健康手帳

交付、乳児健診、1 歳 6 か月健診、3 歳児健診に自分または妻が参加した父親を対象に web アンケ

ートによる意識調査を実施した。 
結果：自治体への調査は 823(回収率 48.1%)を分析対象とした。父親への育児支援は、母親への支援

事業に父親への支援を含めて実施している自治体が多く、母子手帳交付の際に父親向けのパンフレ

ットの配布や、両親学級として父親の参加を奨励し、父親に向けた内容を取り込む、といった方法

が多かった。乳幼児健診では父親に対する支援の実施はほとんどなかった。父親を主な対象とする

事業の実施は 6.5%に留まった。支援の内容は、妊娠期の妻を持つ男性に交流の場を設ける、NPO 法

人との協力を得たプログラム、父親と子どものアクティビティイベントの開催など、多岐に渡って

いた。一方、実施をしていない自治体の約 7 割で父親を主な対象とする事業の必要性を感じていた。

実施できない理由で最も多かったのは「父親にニーズがわからない」であったため、調査への協力

を得られた 60 自治体在住の父親育児に関連するニーズ調査として、「モヤモヤ」することについて

アンケート調査を実施した。1360 人の回答を分析対象とした。育児に関する情報源はすべての時期

で母親が最も多かった。家事・育児を夫婦で分担することが当然であると考える父親の割合は、母

子手帳交付群で 71.4%、3 歳児群で 62.2%であった。父親が育児に関連したモヤモヤした気持ちは、

「妻のイライラの原因がわからない（30%）」、「父親が育児をするための金銭の保障が整っていない

（30-50%）」、「父親が育児をするための精度や環境が整っていない（40-50%）」と感じていた父親が

多かった。しかしモヤモヤを感じていない父親の割合が多い一方で、支援が必要だと考えているも

のの、記述データでは具体的な内容が自分でもわからないという回答も多かった。 
考察：父親への育児支援実施の必要性を感じながら、父親を対象とする支援の前例がなく、効果的

な事業の実施のためには、地域特性を生かした支援提供方法も求められる。多くの時間を職域で過

ごす父親と地域で関わることは困難であり、父親への育児支援が実施されにくい要因となってい

る。さらにニーズ調査では、父親の意気込みはあるが、育児・家事と仕事との両立が困難であるた

め、実行をあきらめる父親が少なくないことが推測される結果であった。父親の育児を単に奨励す

るだけでなく、父親が地域と育児を通して地域とかかわることができる、働き方と経済的支援の検

討が必要であろう。また、モヤモヤを感じない父親が多いことは、育児負担を抱える母親が少ない
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ことを考慮すると、夫婦間での認識に差がある可能性も考えられる。今後、ペアデータによる調査

や、子どもの年齢の変化によるアンメットニーズを想定した質問項目を含めて精錬した、縦断調査

等によるデータ収集が必要である。 
 
研究協力者 
阿川 勇太（大阪総合保育大学児童保育学部乳児

保育学科・講師） 
 
Ａ．研究目的 

1986 年に男女雇用機会均等法が施行されて以

来、女性の社会進出と、母親の育児負担軽減の目

的で、父親が母親の育児支援者として期待され、

そのための意識啓発が行われてきた 1)。しかし、

2000 年代にはいり、父親の産後うつが指摘され
2)、一方で共働き世帯が急増した近年では、母親

の負担は軽減されないまま、仕事・家事・育児を

すべて一人でこなさざるを得ない「ワンオペ育児」
3)が社会問題となり、さらに児童が虐待の報告事

例の増加と、主な虐待者が実父である割合が増加

を続けている。竹原ら 4)によれば、日本の父親の

産後うつはパートナーの影響を受けていること

が多く、父親は支援を提供する側でなく、支援さ

れる側であるとの指摘されている。育児休暇取得

が奨励され、総務省によるイクメン、イクボスを

キーワードにした意識改革、プラチナくるみん制

度 5)が徐々に浸透し、大企業を中心に育児休暇取

得率が増加しつつあるものの、いまだ全体の１割

に満たない。 
成育基本法において父親に対する支援の必要

性が言及されたことに加え、令和 3 年 2 月に閣議

決定された成育基本法の基本方針においても、

「父親の孤立」が解決すべき課題として明記され

た。令和 3 年度からは、自治体における父親への

カウンセリングやピアサポートに対して補助が

出されるなど、妊娠期から子育て期にわたる切れ

目ない支援の中にも父親が位置づけられるよう

になってきている。しかし、父親への育児支援の

提供は母子保健事業のように明確な案内がなく、

担当部署も男女共同参画を根拠とする部署であ

ったり、NPO 法人が実施したりしているものな

ど多岐にわたる。そこで本調査では、母子保健担

当部署での実施状況を明らかにし、実施されてい

る事業の好事例を提示した。さらにこの調査から、

父親のニーズが不明であることが、自治体母子保

健内での実施を妨げていることがあきらかとな

ったため、父親に対するニーズ調査を実施し、こ

れら二つの調査から得られた結果を、自治体での

父親育児支援策定のための基礎的な資料するこ

とである。 
 
Ｂ．研究方法 
１．全国自治体の父親支援の現状と意識に関する

研究 
2020 年 12 月から 2021 年 2 月に全国 1741 の基

礎自治体を対象に、郵送法による自記式質問紙調

査を実施した。調査票の内容としては、コロナウ

イルス感染防止の影響がなかった 2019 年度に限

定し、父親支援事業内容や回答、属性に関する項

目などとした。父親支援事業としては、通常の母

子保健事業（母子健康手帳交付時、妊娠期両親学

級、乳幼児健診時）の中で実施している父親への

育児支援、主な対象者を父親として実施した事業

に分けて調査した。また、コロナ禍における支援

の実施状況についての質問も設けた。さらに、全

自治体に対して、父親支援の必要性について、父

親支援を実施していない自治体に対してその理

由と父親支援を実施するために必要なこと、母子

保健における父親の情報の必要性についても尋

ねた。各項目の記述統計を算出し、「父親支援を

実施した」「実施しなかった」、「父親支援を必要

と考える」「必要と考えない」、「人口 7 万未満」

「人口 7 万以上」の３項目でそれぞれ２群間比較

を実施し、平均の比較を行った。データ解析には

SPSSVer.23 を用いた。 
 
２．全国自治体における父親支援の好事例 

2020年12月から2021年2月に当研究班で全国 
1,741自治体の母子保健事業担当部署の課長クラ

スを対象に実施した「全国基礎自治体における父

親育児支援実施状況」で「主な対象を母親ではな
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く父親とした育児支援を実施した」と回答した 
54自治体を調査対象とした。そのうち、特に調査

時に使用するテンプレート・フォーマットの作成

と、一部の地域への調査を担当した。調査全体で

は、それぞれの自治体担当者に対し、調査員が事

例報告用に作成したパワーポイントのフォーマ

ットをメール送信し、必要事項を記入してもらっ

た。内容は、スライド 4 枚を用いて 1「事業名」

「実施時期」「スローガンや内容を簡潔に表す記

述」、2「地勢」「地域の概況」「事業の概要」、3「取

り組みの経緯」「2019 年の取り組みの概況」、4「工

夫点」「課題」「取り組みの評価」の項目について、

各項目を記入するひな型を作成し、各自治体担当

者に入力をお願いした。さらにヒアリングによっ

て情報を追加した。 
 
３．父親の育児支援ニーズに関する疫学調査 
 2022年5月～11月の間、2020年に実施した全国

基礎自治体1,741を対象とした調査において、追

加調査への協力に前向きな意向を示した247自治

体に協力依頼をおこない、承諾が得られた60自治

体に対し、計4時点（母子健康手帳交付時ならび

に乳幼児健康診査時[3～4か月児、1歳6か月児、3
歳児]）のうち、各自治体で対応可能な時点を選ん

で実施した。調査項目としては、妊娠や育児に関

する情報元、家事・育児に関する価値観、子育て

に関してモヤモヤすること、家事・育児の時間、

家事・育児行動の頻度、パートナーとの家事・育

児の分担割合、就労状況、帰宅時間、育児休業の

取得希望、育児休業に関わるハラスメント、育児

休業の取得の有無、背景因子（年齢、婚姻状況、

同居家族、子どもの性別、きょうだい、保育園や

幼稚園の利用状況）であり、先行研究で使用実績

のある質問項目については、文言等を先行研究と

合わせ、比較できるようにした。 
 
４．倫理的配慮 

これら三つの調査はすべて国立成育医療セン

ター倫理委員会の承認を得て実施した。全国基礎

自治体では、質問紙とともに調査の説明と、調査

への協力が任意であり調査に協力しないことに

よる不利益が一切生じないことを明記した。自治

体への調査において、住民への調査協力に承諾を

得た自治体にのみ、調査票のチラシ配布を依頼し

た。母子健康手帳配布及び各乳幼児健診において、

事前に移行調査を行い、各自治体が提示した負担

の少ない事業での実施を依頼した。調査のQRコ
ードには調査の説明と協力は任意であり、協力し

ないことによる不利益が生じないことを明記し、

承諾をした回答者のみ調査内容が提示される設

定とした。 
 
Ｃ．研究結果 
１．全国自治体の父親支援の現状と意識に関する

研究 
全国 1,741 自治体に質問票を郵送し 837 自治体

から返信があり、回収率は 48.1%であった。通常

の母子保健事業（母子健康手帳交付、妊娠期の産

前教室、乳幼児健診）の中で実施している父親へ

の育児支援では、父親への配布物（母親を介した

配布および父親自身への配布）が 643 件と最も

多く、リーフレットや父子手帳、パパブックなど

が含まれていた。全回答の 6.6% にあたる 54 自

治体において父親を主な対象者として育児支援

を実施していると回答があった。実施した事業内

容は「父親への情報提供」「父親向けの講演会・

イベント等」が多かった。実施のなかった自治体

が多かったが、その内の 70% は父親支援の必要

性を感じていた。父親を主な対象者として育児支

援を実施しない理由としては、「父親のニーズが

不明」が最も多かった。 
 

２．全国自治体における父親支援の好事例 
ヒアリング調査は 21 の自治体から回答を得た。

事業の目的は父親育児支援、母親育児支援、子育

て支援、共働き夫婦育児支援、男性健康・食育健

康支援、が挙げられ、実施時期は産前の男性を対

象とした事業 11、育児期は 10 であり、自治体ご

とに工夫された内容であり参加者の評価も良好

であった。 
 

３．父親の育児支援ニーズに関する疫学調査 
 母子健康手帳交付群 444 人、3-4 か月児群 239
人、1 歳 6 か月児群 354 人、3 歳児群 323 人、合
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計 1,360 人を分析対象とした。モヤモヤした経験

を問う項目において、「（選択肢のような）経験が

ない」が最も多かったが、それを除くと産前・産

後は「（両親学級などの内容が）母親を理解する

ような内容にかたよっていて、父親を理解する内

容が少ない（22.1%）」、夫婦関係は各群で「妻の

イライラの原因がわからない（29.8-40.6%）」、父

親像は「同じ境遇にいるパパ友がいない(20.7-
22.3%)」がそれぞれ最も多い回答となった。職場

については「金銭面における保障が少ない（35.2-
48.9%）」、「父親への育児支援が整っていない」

「父親が子育てしやすいような制度・環境が整っ

ていない（42.7-49.7%）」が最も多かった。 
 
Ｄ．考察 
１．全国自治体の父親支援の現状と意識に関する

研究 
母子健康手帳交付時と両親学級において、総人

口７万未満の自治体では、父親支援の実施、父親

参加のための配慮をしているという回答が有意

に少なかった。父親支援を始めるために必要なこ

とについて、総人口 7 万未満では有意差のあるす

べての項目で少なかった。これらの結果は小規模

自治体の多くが、出生数が少なく高齢化率が高い

ために父親支援の優先度が低いこと、また、地域

によっては父親の育児参加の意識が高くないこ

とが要因として考えられた。 
本調査において主な対象者を父親とした育児

支援を実施した基礎自治体は 53 自治体、全体の

6.5%のみであった。一方、父親支援を実施してい

なかった自治体の 7 割が父親支援の必要性を感

じていた。実施していない理由、また、新たに始

める事業として必要な項目に「ニーズ調査」が挙

げられていたが、実際に調査を実施した自治体は

11(1.4%)のみであった。基礎自治体に対して父親

のニーズを提示することで、父親支援実施が促進

される可能性があると考えられた。 
 

２．全国自治体における父親支援の好事例 
 地域における父親への育児支援の実施は、母子

保健事業を実施している担当課で実施されてい

るもの、子育て支援課で実施されているものなど、

自治体によって様々であった。しかし、母親と父

親の違いがあるものの支援の受け手は一人の乳

幼児の親であり、子育て世代の多忙な日常を考慮

すると、一元化によって両親が容易にその支援の

実施に遭遇できる情報発信や事業の設定が必要

であると考えられた。また、父親の産後うつ対策、

虐待予防を目的とする支援などでは、部署ごとに

実施している育児支援を他部署でも情報共有す

ることで、支援対象家庭の抽出と効率的かつ効果

的な継続支援を可能にすると考えられた。 
課題の記述から抽出された単語は「参加」であ

り、参加者の調整も事業策定の困難要因になって

いると考えられた。さらに、父親を主な対象者と

する事業の内容について、岡田ら 6)は、多くの市

町村で両親に向けた育児支援事業が実施されて

いるが、母親に関する内容に偏していることを指

摘している。今回のヒアリング調査から得られた

内容も同様の傾向にあった。目的を「父親への育

児支援」としていても、内容は「妊娠や育児への

理解」「子どもと関わる機会を得る」ことを「ね

らい」にしており、元気な父親が育児に関わるこ

とが主な目的となっているようであった。父親の

産後うつ対策や虐待予防を目的とする事業はな

く、父親の顕在的、潜在的ニーズを捉えた内容に

なっていない可能性があると考えられた。 
 
３．父親の育児支援ニーズに関する疫学調査 
 本調査を実施するに際し、父親自身が自身の支

援ニーズを明確には答えにくいと考え、育児に関

連した「モヤモヤ」として質問項目を設定した。

モヤモヤした経験を問う項目では、「（選択肢のよ

うな）経験がない」が最も多かったが、それを除

くと産前・産後は「（両親学級などの内容が）母

親を理解するような内容にかたよっていて、父親

を理解する内容が少ない（22.1%）」、夫婦関係は

各群で「妻のイライラの原因がわからない（29.8-
40.6%）」、父親像は「同じ境遇にいるパパ友がい

ない(20.7-22.3%)」がそれぞれ最も多い回答とな

った。産前教育における内容のアンコンシャスバ

イアス解消や夫婦間の理解の推進、父親のピアサ

ポートなどへの支援方策の検討が今後必要であ

ると考えられた。また、母子健康手帳交付群は約
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７割の父親が家事と育児は夫婦で分担すべきだ

と考えているにも関わらず、３歳児健診群では約

6 割であった。出産前は、家事・育児を行う意思

があっても仕事と育児・家事との両立が困難であ

ることから、徐々にその割合は減少してきている

と考えられ、ワーク・ライフ・バランスへの支援

の重要性が改めて示唆された。 
 
４．我が国の父親への育児支援と今後の課題 

1990 年代以降、少子高齢化が急激に進んだ日

本において、社会の変化とともに個人や家庭も大

きな変化を経験してきた。日本の母子保健事業は

乳幼児死亡率、妊産婦死亡率の大幅な低下に貢献

してきたが、2000 年代以降、少子化、育児不安と

乳幼児虐待という新たな課題に取り組んできた。

核家族化、高齢者の夫婦のみ世帯および単独世帯

の増加、子育て世帯の孤立が進んだ社会における、

地域の再統合ともいえる事業展開が全国自治体

で進行中である。 
一方で育児期の家庭における父親の役割や影

響に関わることは、全世界的な課題であると言え

る。新型コロナ感染の世界的流行を経験し、社会

構造による二次的被害が明らかになりつつあり、

各国の事情は異なるものの、妊娠・出産・育児に

かかる母体と子どものリスク、母親・父親として

家族の新しい人間関係を構築していくことの困

難が報告されている 7)8)。 
今回、本研究班の一部として、育児支援におい

て中心的役割を担う自治体母子保健課を中心と

した一連の調査を実施して明らかになったこと

は、子どもを取り巻く最も基本的な環境を、「親

子」として捉えることの重要性である。わが国に

おける父親が育児に関わることでもたらされる、

家族や本人への効果は、本研究班の加藤らの分担

課題（課題１）によって明らかにされた。母子保

健に携わる実務者が父親への支援の必要性を実

感していること、さらにニーズ調査によって、個

人差はあるものの父親本人が育児をしたいと願

っている、あるいは育児に関わろうとすると、十

分な支援が得られずその役割を果たすことをあ

きらめざるを得ない状況に置かれていることが

明らかになった。ICT の進歩によるライフスタイ

ルやワークスタイルが急激に変化し、男女を問わ

ずキャリア形成が求められる。生産年齢人口に育

児世代の男女が含まれている以上、男女雇用均等

の推進と労働市場、育児環境の整備は表裏一体の

関係にあるともいえる。そのために地域では、伝

統的性役割による規定に捉われない意識の醸成

とともに、父親を含めた母親以外の養育者も主体

として関わることができる母子保健サービスの

提供が必要であろう。母子の支援が実施されてい

る地域の育児に、父親を含めた丸ごとの「親子」

として地域で支援を受けることは、子どもの育ち

に関わる支援の根幹として、世界有数の母子保健

事業を立ち上げてきた次のステップとして、地域

母子保健が基本的な支援事業を実施することが

最も有効ではないかと考えられる。 
子どもが育つ環境は日本の次世代に関わるこ

とであり、労働力の根幹を担う人材および将来の

国益に大きく影響する問題である。育児は社会や

時代の影響を大きく受けるものの、子どもの育ち、

家族の人間関係が根本的に変化するわけではな

い。子どもにとって自分の存在が喜びとなる両親

（養育者）のもとで育つことが、人類共通に求め

られている育児支援の目的であろう。父親の役割

は、職域での経済活動だけでなく、家庭のある地

域で人材を育てるという側面もあることの重要

性を再認識する必要がある。そのために、子育て

が苦行にならない地域づくり、援助を受けながら

最終的に育児に関わることが幸せであり、楽しい

と感じられる育児環境づくり、苦労や不安を感じ

ることがあっても、子どもと子育てが何物にも替

えがたいと感じられる一方で、子どもを持たない

ことへの価値観も尊重される多様性が、より重要

になると考えられる 9)。 
 
Ｅ．結論 
 ３年間を通して全国自治体の父親支援の現状、

好事例調査、ニーズ調査と展開してきた。全国自

治体調査では 1,741 自治体に質問票を郵送し 837
自治体から返信があり（回収率 48.1%）、通常の

母子保健事業（母子健康手帳交付、妊娠期の産前

教室、乳幼児健診）の中で実施している父親への

育児支援では、父親への配布物（母親を介した配
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布および父親自身への配布）が 643 件と最も多

く、リーフレットや父子手帳、パパブックなどが

含まれていた。全回答の 6.5% にあたる 54 自
治体のみ父親を主な対象者として育児支援を実

施していると回答があり、結果として実施のなか

った自治体が多かったが、その内の 70% は父親

支援の必要性を感じていた。父親を主な対象者と

して育児支援を実施しない理由としては、「父親

のニーズが不明」が最も多かった。その後の好事

例調査においても、目的を「父親への育児支援」

としていても、内容は「妊娠や育児への理解」「子

どもと関わる機会を得る」ことを「ねらい」にし

ており、父親の顕在的、潜在的ニーズを捉えた内

容になっていない可能性があると考えられた。こ

れらを踏まえ父親のニーズ調査を行った。 
 父親のニーズ調査では、家事・育児に関する価

値観、子育てに関してモヤモヤすること、家事・

育児の時間、家事・育児行動の頻度、パートナー

との家事・育児の分担割合などを調査項目とした。

母子健康手帳交付群は約７割の父親が家事と育

児は夫婦で分担すべきだと考えているにも関わ

らず、3 歳児健診群では約 6 割であった。出産前

は、家事・育児を行う意思があっても仕事と育児・

家事との両立が困難であることから、徐々にその

割合は減少してきていると考えられ、ワーク・ラ

イフ・バランスへの支援の重要性が改めて示唆さ

れた。また、モヤモヤした経験を問う項目では、

「（選択肢のような）経験がない」が最も多かっ

たが、それを除くと産前・産後は「（両親学級な

どの内容が）母親を理解するような内容にかたよ

っていて、父親を理解する内容が少ない

（22.1%）」、夫婦関係は各群で「妻のイライラの

原因がわからない 29.8-40.6%）」（、父親像は「同

じ境遇にいるパパ友がいない(20.7-22.3%)」がそ

れぞれ最も多い回答となった。産前教育における

内容のアンコンシャスバイアス解消や夫婦間の

理解の推進、父親のピアサポートなどへの支援方

策の検討が今後必要であると考えられた。 
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Ｆ．研究発表 
１． 論文発表 
1） 髙木悦子、小﨑恭弘、阿川勇太、竹原健二. 

全国自治体で実施されている父親への育児

支援の現状.保健師ジャーナル. 2022;78(4):3
06-10. 

2） 髙木悦子、小﨑恭弘、阿川勇太、竹原健二．

全国地方自治体で実施されている父親を主

な対象とするポピュレーションアプローチ

事業の実施状況調査結果報告．日本公衆衛生

学会誌. 2023． 
https://www.jstage.jst.go.jp/article/jph/advpub/0
/advpub_22-071/_article/-char/ja 
 

2. 学会発表 
1） 髙木悦子、小﨑恭弘、阿川勇太、竹原健二．

全国基礎自治体に対する父親支援実施状況

調査．第80回日本公衆衛生学会（東京）．2
021． 

2） 髙木悦子、小﨑恭弘、阿川勇太．コロナ禍に

おける全国自治体での母子保健事業および

父親支援の実施状況の調査．第10回日本公

衆衛生看護学会学術集会．2022． 
3） 可知悠子、竹原健二、加藤承彦、小﨑恭弘、

髙木悦子.父親支援の現状と今後の社会実装

に向けて第 80 回日本公衆衛生学会（山梨）．

2022． 
4） 阿川勇太、髙木悦子、小﨑恭弘. 地域の父親

育児支援における父親自身の健康への支援

について〜全国自治体父親支援調査から〜. 
日本健康行動学会第 21 回学術大会（大阪）. 
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Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 
１. 特許取得 なし 
２. 実用新案登録 なし 
３. その他 なし 
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令和 2～4 年度 厚生労働科学研究費補助金 
成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業） 

総合・分担研究報告書 
 

父親支援の既存制度の把握 
 

研究分担者 小﨑 恭弘（大阪教育大学健康安全教育系教育学部教員養成課程家政教育部門・教授） 
髙木 悦子（帝京科学大学医療科学部看護学科・准教授） 
 

研究要旨  
背景：急激な少子化の進展や児童虐待の増加など、子どもと子育てを取り巻く環境は非常に厳しい

ものとなっている。そのような社会背景の中において、子育て支援の拡充が様々に取り組まれてい

る。しかしこれまでの子育て支援はその対象を母親のみとしてきており、父親は子育て支援の場に

ほとんど存在していなかった。男女共同参画社会の実現や共働き家庭の増加などの社会変化の中

で、もう一方の親としての父親の存在が社会的に希求されるようになった。そして父親自体も積極

的に子育てに関わるような風潮が見られ始めた。いわゆるイクメンブームの到来である。 
 そのような社会背景の中において、子ども達の育ちを積極的に支えるために「成育過程にある者

及びその保護者並びに妊産婦に対し必要な成育医療等を切れ目なく提供するための施策の総合的

な推進に関する法律」（成育基本法）が制定され、成育医療等の提供に関する施策の総合的な推進に

関する基本的な方針が作られた。その中に新たに「父親の孤立」が明記され、父親を支援の対象と

明確に位置付けた。 
 このように支援の対象として位置付けられた父親であるが、その支援の現状や具体的な方法や取

り組みについては、これまであまり関心が払われておらず、全国的な調査や研究はほとんど取り組

まれていなかった。本研究はその点に鑑み、全国の自治体等において父親支援の取り組みの浸透を

図ることを目的とし、3 つのフェーズに分けての調査研究の取り組みを行った。 
1. 我が国における父親支援の取り組みの把握に関する調査 
2. 全国の自治体における父親支援の好事例の収集 
3. 全国の自治体の父親支援の取り組みの事例集作成と試行プログラムの取り組みの報告書作成 

結果：父親支援に関して自治体調査と企業調査を行い、全国の父親支援に関わる取り組みの概要の

把握を行うことができた。またそれらをもとに、全国の自治体の父親支援に関する「好事例集」の

作成と、それらの内容をより深め父親支援の取り組みに関する「試行プログラムの取り組み」につ

いて、報告書として作成を行い、全国の自治体に送付した。 
具体的な調査と報告書は以下のようになっている。 

・全国基礎自治体の父親支援実施の現状に関する研究〜母子保健担当者調査より〜 
・企業における父親支援の既存制度の把握〜イクボス企業同盟の調査より〜 
・全国都市自治体の父親支援実施現状に関する研究~子育て支援担当者調査より~ 
「全国自治体父親支援好事例集」「父親支援の試行的プログラムの取り組み調査報告」 
報告書については別添付する。 
考察：日本の父親支援の既存制度の把握を行い、我が国で行われている父親支援の取り組みやプロ

グラムの収集・発信を行ってきた。少子化やこども家庭庁の成立など社会の変化が大きく早い中で、

父親の育児を取り巻く環境の変化も大きく見られている。それらに合わせる形で、父親支援の実態

の変化も求められる。より良い変化のためにも父親支援を支える明確な根拠の提示が、これから必

要となってくる。 
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研究協力者 
阿川 勇太（大阪総合保育大学児童保育学部乳児

保育学科・講師） 
 
Ａ．研究目的 
 令和 2 年（2020）から令和 4 年（2022）の 3 年

間にわたり実施してきた本研究の最終的な目的

は、全国の自治体において父親支援の取り組みを

広めることに資することである。そのために具体

的に 3 つの目的を持ち、調査に取り組んできた。 
 
1. 我が国における父親支援の取り組みの調査を

全国規模で行い、現在の父親支援の現状を把握

し我が国における父親支援の全体像を明らかに

する。 
我が国の母子保健施策は児童虐待報告数増加

を受けて、「すこやか親子 21」の課題に母親の育

児不安軽減が加えられ、様々な支援策が実施され

てきた。その一部として父親の育児参画が奨励さ

れてきたが父親の産後うつの存在、父親による児

童虐待報告数の増加を理由に、父親支援の必要性

も指摘されている。 
そのような背景の中で父親の育児支援に関す

る研究が、様々な学問的な広がりを持ち取り組ま

れている。看護学、社会学、教育学、保育学等、

その支援の対象を父親としながらも、様々なアプ

ローチが取られている。しかしこれらの取り組み

は、特定の自治体におけるプログラムなどをその

研究のフィールドとしており、当事者の調査や支

援者やその家族に対する調査などが中心として

研究が進められている。これまで全国的な父親支

援に関する取り組みやその実態については、あま

り明確にはなっていない。そこで本調査は日本の

基礎自治体における父親支援実施の現状を明ら

かにし、今後の母子保健の在り方を考察すること

を目的として行う。 
 
2. 自治体の調査から得られたデータや事例から、

現在の我が国における父親支援の取り組みにつ

いて分析を行い、日本の父親支援の特徴や好事

例について明らかにする。 
 2020 年に実施した全国基礎自治体の母子保健

担当部署に対する調査において、主に調査計画や

項目の検討を行った。この調査では、主な対象を

父親とする育児支援事業を実施していた自治体

は、全回答数 837 自治体の 6.6%にあたる 56 自治

体であった。父親への育児支援については前例が

少なく、事業として立ち上げるのは困難である。

しかし、実施していなかった自治体のうち 70%が

実施の必要性を感じていた。そこで本調査では、

父親育児支援事業を実施した自治体に対し、その

詳細を聞き取り調査によって明らかにし、実施に

至っていない自治体への情報提供の基礎的資料

とすることを目的とした。 
  
3. 自治体の行う父親支援の具体的な取り組みに

ついて詳細に検討をし、それらの取り組みを各

自治体での取り組みの契機となる好事例集や試

行プログラムについての報告書を作成する。 
 これまでの 2 年間において全国調査で全体像

の把握を行い、その中からより実践的な好事例を

明らかにしてきた。これらにより全国の自治体の

父親支援の実態を明らかにし、その上でモデルと

なる事例の提示を行ってきた。これらの積み重ね

の上において、より具体的な取り組みやそれら先

駆的な事例の詳細な内容について今年度は調査

を行った。これらの取り組みは最終的に全国の自

治体において、父親支援の取り組みを広く浸透す

る事を目指す。 
 

これらの目的は各調査を行う中で、それぞれの

知見やデータなどから研究班内で議論を重ね、ま

たコロナ禍等の社会状況や父親を取り巻く環境

の変化などを加味し制定したものである。最終的

に我が国において父親支援の取り組みを定着さ

せるために、自治体を中心とした市民を支える

様々なセクターでの取り組みができる基礎的な

資料を提示することを目指している。 
 

Ｂ．研究方法 
 本研究班は自治体での父親支援の取り組みに

資するために、以下の 3 点の取り組みを行った。

これらは前述の目的にそれぞれ対応しており、全

国の自治体における父親支援の推進に資するこ
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とを目的としている。 
1. 我が国における父親支援の取り組みの把握

に関する調査 
2. 全国の自治体における父親支援の好事例の

収集 
3. 全国の自治体の父親支援の取り組みの事例

集作成と試行プログラムの取り組みの報告

書作成 
図 1 はこの 3 年間の調査研究の取り組みを表

したものである。まずは 3 つの調査において全国

の父親支援の状況の把握に努め、そのデータから

得られた好事例から日本の父親支援の先駆的な

取り組みのあり方を確認した。その上でより具体

的で詳細な父親支援のプログラムや思考的な取

り組みについて、その背景や課題なども含めて報

告書とした。これらにより父親支援の取り組みを

可視化し、より実践的な父親支援プログラムの発

信を目指した。また新たに父親の育児に関する

「父親ニーズ調査（課題 4-2）」も行った。これは

自治体調査から、父親支援が行われない理由とし

て「父親のニーズの不明確さ」が挙げられており、

これらの調査の必要性が明らかになったことに

より行った。このニーズ調査の詳細は、高木によ

る分担研究報告書を参照されたい。 
 
 それぞれの取り組みについて、その具体的な内

容を以下に記す。 
 
1．我が国における父親支援の取り組みの把握に

関する調査 
我が国の父親支援の取り組みの把握のために、

以下の 3 つの調査を行った。 
1-1 全国基礎自治体の父親支援実施の現状に関す

る研究〜母子保健担当者調査より〜 
1-2 企業における父親支援の既存制度の把握〜イ

クボス企業同盟の調査より〜 
1-3 全国都市自治体の父親支援実施現状に関する

研究~子育て支援担当者調査より~ 
 
1-1「全国基礎自治体の父親支援実施の現状に関

する研究〜母子保健担当者調査より〜」 
2020 年 12 月 4 日から 2021 年 2 月 5 日に、全

国 1,741ヶ所の市町村の基礎自治体の母子保健担

当部署を対象に、郵送法自記式質問紙によるアン

ケート調査を実施した。新型コロナウイルス感染

症の感染拡大防止による影響がない 2019 年度の

父親支援事業について尋ねた。研究協力者ととも

に調査項目の検討を主導し、通常の母子保健事業

（母子健康手帳交付時、妊娠期両親学級、乳幼児

健診時）の中で実施している父親への育児支援に

おける実施の有無とその内容、主な対象者を父親

として実施した事業の有無とその内容、コロナ禍

における支援の実施状況についての質問を設け

た。さらに、全自治体に対して、父親支援の必要

性について、父親支援を実施していない自治体に

対してその理由と父親支援を実施するために必

要なこと、母子保健における父親の情報の必要性

についても尋ねた。 
 

1-2「企業における父親支援の既存制度の把握〜

イクボス企業同盟の調査より〜」 
本研究では父親の育児に関心が高いと推察さ

れる、イクボス企業同盟の協力を得て、各企業の

人事課、ダイバーシティ担当部署に郵送留め置き

法による質問票調査を行った。主な調査内容は、

1.父親支援の取り組み状況 2.今後の父親支援の

取り組みの方向性 3.企業と自治体の父親支援の

取り組み 4.企業プロフィール 5.自由記述、とし

た。調査項目については、過去の先行研究、企業

担当者等へのヒアリング等から設定した。またプ

レ調査として、企業関係者、NPO 担当者、父親の

育児に関する有識者等に実施し、調査の精度を高

めるように務めた。事業内容はコロナウイルス感

染防止の影響がなかった 2019 年度に限定した回

答とし、属性に関する項目は集計処理が完了して

いる最も新しい年度である 2019 年度の数値、数

値以外の項目は調査期間時点での状態の回答と

した。 
 
1-3「全国都市自治体の父親支援実施現状に関す

る研究～子育て支援担当者調査より～」 
全国の都市自治体地域子育て支援事業担当を対

象とした。具体的には政令市・中核市・市・東京

23 区の計 814 自治体であり、回収率は有効回収
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数 351 件（43%）であった。調査の実施時期は

2021年 12月 17日から 2022年 1月 31日であり、

郵送法自記式質問紙によるアンケート調査を行

った。具体的な質問内容はコロナウイルス感染症

の影響がなかった 2019 年度に限定した回答とし、

属性にする項目は集計処理が完了している最も

新しい年度である 2019 年度の数値、数値以外の

項目は調査期間時点での状態の回答とした。 
 

2. 全国の自治体における父親支援の好事例の収

集 
2020 年 12 月から 2021 年 2 月に当研究班で全

国 1,741ヶ所の自治体の母子保健事業担当部署の

課長クラスを対象に実施した「全国基礎自治体に

おける父親育児支援実施状況」で「主な対象を母

親ではなく父親とした育児支援を実施した」と回

答した 54 自治体を調査対象とした。それぞれの

自治体担当者に対し、調査員が事例報告用に作成

したパワーポイントのフォーマットをメール送

信し、必要事項を記入してもらった。 
内容は、スライド 4 枚を用いて （1）「事業名」

「実施時期」「スローガンや内容を簡潔に表す記

述」、 （2）「地勢」「地域の概況」「事業の概要」、

（3）「取り組みの経緯」「2019 年の取り組みの概

況」、（4）「工夫点」「課題」「取り組みの評価」の

項目について、各項目を記入するパワーポイント

のひな型を作成し、各自治体担当者に作成を依頼

した。さらにヒアリングによって情報を追加した。 
 
3. 全国の自治体の父親支援の取り組みの事例集

作成と試行プログラムの取り組みの報告書作

成 
 2022 年 9 月から 12 月において各自治体の担当

者に対して、インタヴューおよび書面にて調査を

行った。これまでの調査研究より父親支援の先駆

的、特徴的な取り組みを行っている 7 自治体を抽

出し、父親支援における詳細な取り組みの内容に

ついて調査を行った。調査対象自治体は 6 つの基

礎自治体と、1 つの広域自治体であった。 
 研究者及び協力者が自治体職員、事業実施担当

者からインタヴュー及び書面にて回答を得た。イ

ンタヴュー時間は60〜90分とし、書面はこちらか

ら質問項目を明記し、それらについて記載を求め

た。具体的な父親支援のプログラムについて実際

に見学をしたり、企画等に関わりその内容の検討

を自治体職員と一緒に行ったりした。より具体的

で詳細な取り組みを見たり、実際のプログラムを

見学したり、ともに検討を行う中で、父親支援の

取り組みの運営や企画、実際のプログラムの準備

や進行、また課題や困難さなどを確認することが

可能となった。 
自治体の選考は、これまでの調査の中でより先

駆的な取り組みをしている自治体を対象とした。

また研究者への父親支援の取り組みの依頼や相

談があり、これらの研究調査に協力を得ることの

できる自治体を選択した。具体的な自治体は以下

の7箇所（神奈川県横浜市、京都府京都市南区、

京都府京都市西京区、京都府向日市、三重県四日

市市、兵庫県芦屋市、大分県）である。大分県の

み広域自治体であり、県下の基礎自治体の父親支

援を進めているという視点から今回取り上げた。 
 調査項目は「プログラムについて」プログラム

の概要、取り組み開始年、スタートの理由、担当

部門、協力部門、年間予算、実施メンバー、職種

等である。「具体的なプログラムの内容」は、取

組の具体的な概要、実際のプログラム、広報、周

知の方法、参加者の年齢層等、参加者の意見や反

応、プログラムの改善点、課題、今後の方向性で

ある。最後に「自治体プロフィール（2021 年）」

として、人口、高齢化率（65 歳以上）、年少化率

（15 歳未満）、担当部署などを確認した。 
 
倫理的配慮 

本研究で扱ったデータに個別情報は含まれて

いない。またアンケート調査実施時に、アンケー

ト調査への協力の確認とデータの適切な処理、個

人情報等の取り扱いについての説明を行い、同意

を得ることができた自治体・企業のみの回答をデ

ータとして使用している。好事例集や報告書の作

成にあたり、担当部署に確認を行った上で作成を

した。 
 また以下のアンケート調査においては、国立成

育医療センター倫理審査委員会において審査を

経て承認を得ている。 
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・全国基礎自治体の父親支援実施の現状に関す

る研究~母子保健担当者調査より~(No.2020-217) 
・企業における父親支援の既存制度の把握〜イ

クボス企業同盟の調査より〜(No.2020-302) 
・全国都市自治体の父親支援実施現状に関する

研究~子育て支援担当者調査より~ (No.2021-177) 
 
Ｃ．研究結果    
 本研究班は大きく 3 点の取り組みを行った。そ

れぞれの結果について以下に概要を記する。詳細

な結果は、それぞれ各年度の総括報告書に掲載さ

れている 1)-4)。 
 
1. 我が国における父親支援の取り組みの把握に

関する調査 
・全国基礎自治体の父親支援実施の現状に関す

る研究〜母子保健担当者調査より〜１） 
837 の自治体から回答があり回収率は 48.1%

であった。総人口 7 万人未満の自治体が 71.1%と

全国の割合より少なかった。通常の母子保健事業

に父親の支援を組み込んで実施していた自治体

は、「母子健康手帳交付時」「両親学級」で実施さ

れることが多く、総人口 7 万以上の自治体で、有

意に実施件数が多かった。主な対象者を父親とす

る事業を実施していた自治体は 56(6.6%) に止ま

ったが、実施しなかった自治体の 70.5%は父親支

援が必要であると回答した。支援実施に至らない

理由として多かった回答は「ニーズが不明」「業

務が多忙」「専門的な人材が足りない」であった。

さらに事業化に必要なこととして多かった順に

「ニーズ調査」「プログラム提示」「広報と集客」

が挙げられたが、実際にニーズ調査を実施してい

る自治体は 11(1.4%)のみであった。父親支援が必

要である理由としては、母親支援の視点による項

目が多く、父親自身に関する項目を挙げる自治体

は少ない傾向にあった。コロナ禍で工夫して開催

した事業については、オンライン対応や内容変更、

時間短縮等の回答があった一方で、密をさけるた

めに父親同伴、参加の中止という回答もあった。 
 

・企業における父親支援の既存制度の把握〜イ

クボス企業同盟の調査より〜２） 

イクボス企業同盟に加盟する 232 社のうち、82
社から有効回答を得た。父親支援の取り組みとし

ては、「出産祝金制度」が 81.7%、「育児のための

法定以上の休暇取得の促進」が 61.0%と高い割合

を示した。父親支援に取り組むことにより、「社

員のワーク・ライフ・バランスの向上 (86.6%)」、
「社員の家庭生活の充実(84.1%)」、「ダイバーシ

ティの推進(84.1%)」につながると感じているこ

とが明らかになった。一方で、父親支援に取り組

むことにより「他の社員への負担が増える

(68.3%)」、「管理者から賛同が得られない(48.8%)」
などの困難要件が生じることも示された。 
 
・全国都市自治体の父親支援実施現状に関する

研究～子育て支援担当者調査より～ 
都市自治体の子育て支援部署における子育て

支援 4 事業内の父親支援の取り組みは、全体の

30%程度にとどまっており、積極的に取り組んで

いるとは言い難い状況である。またそれとは別に

自治体独自の父親支援は 30%程度の自治体で実

施されており「産前父親支援、父親参加型イベン

ト、父子手帳」などの取り組みが見られた。法律

や制度内において、明確に父親に対する規定がな

い中で、自治体の裁量や判断に父親支援が委ねら

れていることが明らかになった。 
 
2. 全国の自治体における父親支援の好事例の収

集３） 
ヒアリング調査は 21 の自治体から回答を得た

（表１）。事業の目的は父親育児支援、母親育児

支援、子育て支援、共働き夫婦育児支援、男性健

康・食育健康支援、が挙げられ、実施時期は産前

の男性を対象とした事業 11、育児期は 10 であり、

自治体ごとに工夫された内容であり参加者の評

価も良好であった。 
父親への育児支援は明確な法的根拠に乏しく

事業化しにくいと考えられ、実施の有無は都道府

県の推奨の度合いや地域特性などから得られた

母子保健担当部署職員の考え方や職場風土が影

響していると考えられる。他部署及び多機関との

連携を含め、効果的な支援策実施のために、父親

のニーズを取り入れ、全国的な質の担保を考慮し
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たモデル事業の提案が望まれる。父親を主な対象

とする育児支援を実施している自治体では、前例

のないなかでそれぞれ工夫していた。しかし全体

の傾向として、母親や育児を理解するための内容

が多く、父親の育児を支援する内容には至ってい

ないと考えられる。 
 
3. 全国の自治体の父親支援の取り組みの事例集

作成と試行プログラムの取り組みの報告書作成
4 ) 
これらの結果を「父親支援の試行的プログラム

の取り組み調査報告」として取り組みをまとめた。

父親支援の取り組みは、それぞれの自治体の特徴

的な内容がみられる。またこれらの取り組みのプ

ロセスや参加者の評価や意見など、実践の中から

明らかになったものを報告書として作成した。   
全国の自治体の先駆的な父親支援の取り組み

から、これらの実施の要因として自治体の職員や

行政マンの高い意識が見られる。またこれらの取

り組みは自治体の市民生活の適切なニーズの対

応や、新しい社会環境への積極的な対応という側

面があり、今後の自治体のあり方にプラスの影響

を与える契機となる。 
具体的に取り上げている自治体は表 2 の通り

である。 
 
Ｄ．考察 
 我が国の父親支援の取り組みを、基礎自治体

（母子保健部署・子育て支援部署）と企業の調査

から明らかにすることができた。企業において父

親支援の取り組みとして、出産祝金や休暇の取得

などの制度的な支援が多く見られた。また企業に

とっても父親支援は、ワーク・ライフ・バランス

やダイバーシティ推進などのメリットもある。企

業における父親支援の意義が明確になった。 
また自治体においては、父親支援の意義につい

ては多くの自治体で認識はされているものの、父

親支援の取り組みに関しては限定的なものであ

った。意識と実際の取り組みにおいて、矛盾が見

られた。また自治体の人口の多寡により、取り組

みの違いが見られた。これらは児童数や出生数な

どの人口動態などの影響があることが推察され

る。つまり各自治体においてそれぞれの人口構成

や産業構造などの違いが大きくあり、それらに応

じて父親支援の実態も変化することが明らかに

なった。これらは全国一律の父親支援の取り組み

の困難さを浮き立たせるものとなったが、同時に

自治体における多様な父親支援の実態や可能性

を示唆するものでもある。それぞれの自治体に応

じた父親像や適切なニーズの把握が、父親支援の

実施や浸透において重要であることが明らかと

なった。 
その上で様々な父親支援の取り組みや方法や

あり方を、提示することが重要であることが示さ

れた。これらに対応するために、全国の父親支援

の好事例の収集とその発信を行った。自治体調査

から明らかになったものから、特に父親支援の取

り組みとして優れているもの、ユニークなもの、

特徴的なものなどを選択し取り上げた。これらは

実践的なものであり、また様々な地域や規模の自

治体から選択を行い、他の自治体の参考となるよ

うに配慮した。また好事例よりもう一段内容を掘

り下げ、より具体的な父親支援の取り組みを「父

親支援試行プログラム」として収集し、その内容

の調査を同時に行い報告書としてまとめた。これ

らの報告書を通じて、今後父親支援に取り組む自

治体の参考となるものとした。 
 我が国においてこれまで全国的な父親支援の

取り組みに関する調査などがあまりなく、父親支

援がどのような状況の下で何がなされ、また何が

なされなかったなどがこれまでは分からなかっ

た。今回の調査において、全国の取り組みが可視

化されることとなった。父親支援自体の取り組み

は低調ではあったが、まずはその状況の理解がで

き、その中での課題も明らかになったことは評価

に値する。これまで父親支援自体が社会的にほと

んど見られることがなく、プログラムや取り組み

自体が脆弱なものであった。今回の報告書に記載

されている好事例やプログラムは、それぞれの自

治体の鋭意工夫や努力などが垣間見られる。もち

ろん全く同じプログラムをする必要はないが、各

自治体が自らの状況などに応じて参考にしたり、

取り組みの契機になれば幸いである。 
 



 

31 
 

Ｅ．結論 
・近年の子育てを取り巻く環境の急激な変化へ

の対応 
 3年間に渡り日本の父親支援に関わる調査研究

を進めてきた。特にこの3年間はコロナ禍の影響

が大きくあり、社会全体の体制やシステムが大き

く変化してきた。子どもを育てる行為自体が困難

化し、子どもの育ちの不安さやそれを取り巻く環

境も不明瞭なものとなった。また父親を取り巻く

家庭生活、職業生活、社会生活なども、大きな混

乱の中にあり、その最適解が誰も分からない時期

を過ごした。その中においても子どもの成長は続

き、また子育ての行為を止めることはできない。

そのような社会の中で、新たに子育てや家族また

父親の生き方自体や、そのあり方の根本的な意味

が問われた。誰もどのような対応や関わりが正し

いのかが分からない中で、父親が自らの子育てに

ついて再考することが求められた。 
 そのタイミングでこれまで例を見ないほどの

少子化が社会的な課題となり、子育てのシステム

の大きな変更が予定されている。いわゆる「異次

元の少子化対策」である。当然のことながら父親

の子育てを支える取り組みも、この大きな変革の

中でその在り方が問われ、また変化していくもの

と考える。 
 コロナ禍前後における父親支援の取り組みを

中心に、これまで調査を進めてきた。ある意味特

別な3年間の調査であり、大変貴重なタイミング

のデータの収集ができたと感じている。これらの

特異性を考慮しつつ、これからの父親支援の実態

を検討していく必要性がある。そしてこの少子化

をはじめ子育てを取り巻く環境が、ダイナッミク

に変化していく中で、父親とその子育ての変化も

大きなものであると予想される。その変化を見据

えながらも、その変化をより良いものとしていく

視点が今後の研究には強く求められると考える。 
・父親支援に関わる根拠の必要性 
 この3年間において様々な父親支援の取り組み

についての調査が行われ、その意義やまた課題な

どもある程度明らかになってきた。特に自治体に

おける父親支援においては、地域やその自治体の

規模などにより、取り組みの差が見られた。また

調査により、法的な根拠のある事業において一定

の父親支援の取り組みが見られた。母子保健担当

部署調査からは「母子保健法」に定める事業であ

り、子育て支援部署による調査では「地域子育て

支援拠点事業」によるものである。当然のことで

はあるが、行政の事業はその取り組みにおいて明

確な根拠が存在する。それは時として自治体の長

や職員の計画や取り組みである場合もあれば、多

くの場合は法的な根拠に準拠しているものであ

る。換言すれば、明確な根拠がなく自治体が事業

を行うことは困難である。根拠が明確でまたその

ことに基づき市民や議会に対して明確で納得で

きる説明ができ、予算の執行が可能となり事業が

実行できるといえる。行政の実行の根拠そして存

在を明確にしているものが、法律等であると言え

る。 
 そのように考えると現在の父親支援の最大の

課題は、父親支援における明確な根拠が脆弱なこ

とである。先ほども述べたが自治体の父親支援の

取り組みは、その基幹法が母子保健法などであり、

あくまで「母子」がその対象であり法律の理念は

母体の保護が中心である。その目的達成のために

父親の存在が必要であり、間接的に父親の支援を

行っているという形となる。ダイレクトに父親を

主体としたものではなく、母親のサポート役とし

て父親を位置付けている。この根底には子どもを

産み育てるという育児の主体に、母親のみが規定

されているこれまでの我が国における育児観が

見られる。父親支援が遅々として社会的に浸透し

ない根幹の原因は、この社会の価値観の壁が存在

することである。それゆえに子どもや子育てに関

わる様々な法律や制度やシステムにおいて、母親

がその中心として規定され、父親が規定されてい

ない、あるいはされにくい状況が存在している。

そのことにより父親支援が、社会的に浸透できに

くい環境が生まれているのである。 
 その解決の一つの方向性は、父親支援に関する

明確な根拠を持つことにある。成育基本法の基本

方針において「父親の孤独」が記載されたことは

画期的なことではあるが、そのことがダイレクト

に父親支援の明確な根拠とはならない。また児童

福祉法などにおいても「子育ての第一義的責任は
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保護者にある。」子ども子育て支援法では「子育

ての第一義的責任は、父母その他保護者にある。」

などと父親が想定はされている。しかしこれらは

あくまで理念ベースのものであり、そのこと自体

が父親支援の明確な根拠とはなり得ない。 
 もちろん単独で「父親支援」を基盤とした根拠

法などの成立が行われば良いと考えるが、現時点

では時期尚早である。法律などは社会的なコンセ

ンサスや、その必要性や課題の解決に対応して、

国民的な合意形成の上でなされるものである。こ

れは父親支援が不必要ということではなく、社会

全体において父親支援がまだまだ浸透している

と言えない状況の中で、制度や法律などを求める

こと自体に無理が生ずる。そのような視点に立て

ば、社会全体に父親の育児の必要性やその意義を

より明確に伝え、社会全体の父親の育児に対する

理解やその価値観を高めることが必要となる。そ

の取り組みは、父親のみならず父親に関わる支援

者や行政、NPOなどを含めた様々人たちの努力に

よるものであると考える。それらの取り組みにお

いて、これまでの研究が何かしら影響を与え、そ

して少しでも父親支援の取り組みが浸透するこ

とができる環境に資することが、本研究の大きな

意義となり得る。 
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図 1. 3 年間の研究構成図 
 
 
表 1.父親支援プログラム好事例自治体一覧 
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表 2. 自治体におけるプログラム名 
 自治体名 実施主体 プログラム名 

1 神奈川県横浜市 パパライフサポート 父親育児支援事業 
2 京都府京都市南区 吉祥院児童館 吉祥院児童館における父親支援 
3 京都府京都市西京区 西京区役所保健福祉センター 子どもはぐくみ室における父親支援 
4 京都府向日市 NPO 法人子育て支援ねこばす 子育てひろばにおける父親支援 
5 三重県四日市市 四日市市とよかパパ 父親の子育てマイスター事業 
6 兵庫県芦屋市 芦屋市  男女共同参画推進課の父親支援 
7 大分県 大分県 パパのコミュニティづくり推進事業 
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令和 2～4 年度 厚生労働科学研究費補助金 
成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業） 

総合・分担研究報告書 

 
父親支援に関する海外調査に関する研究 

 
研究分担者 竹原 健二（国立成育医療研究センター研究所政策科学研究部・部長） 
       加藤 承彦（国立成育医療研究センター研究所社会医学研究部・室長） 

           
研究要旨  
背景：本研究では、日本国内での取り組みの参考となるよう、諸外国における父親支援の法制度の

状況、及び現在までに実施されている、父親を対象とした介入研究のエビデンスを整理することを

目的とした。諸外国の父親支援の法制度に関しては、各国の公的機関等の Web サイトによる情報収

集を行った。介入研究のエビデンスに関しては、2 種類の文献レビューを実施した。1 つめは職域

での労働環境の改善を目的とした父親対象介入研究に関する系統的レビュー、2 つめが周産期（妊

娠期から産後 1年まで）における父親を対象とした介入研究に関するスコーピング・レビューであ

る。Web サイトによる情報収集や文献レビューの結果から、父親の健康に関する評価ツールについ

てもあわせて情報を整理した。 
結果：各国の Web サイトによる海外調査では、日本国内では実施されていない、父親に焦点を当て

たユニークな取り組みに関する情報が収集された。職域における父親を対象とした介入研究の系統

的レビューでは、5 つのタイプの介入プログラムが評価されており、すべての研究において、対象

者の身体症状や睡眠、メンタルヘルス、ワークライフバランス、仕事や育児に関する効力感、労働

パフォーマンス、さらには、子どもの睡眠や情緒的アウトカムなど、何かしらのポジティブな効果

が報告されていた。周産期の父親を対象とした介入研究のスコーピング・レビューでは、教育的介

入、心理的介入、入院中のサポート・ケアなど、多様な介入プログラムが提供されていた。また、

介入プログラムの提供者は、医療専門職の他、研修を受けたインストラクターやピア、心理療法士、

理学療法士、ソーシャルワーカーなど多様であり、男性（同性）のプログラム提供者が採用されて

いる研究も複数みられた。評価ツールに関しては、周産期の父親の健康状況を把握するため、多様

な概念の尺度が開発されていた。 
考察：今回の海外調査で収集された、各国の父親支援に関する情報や、介入研究から得られた知見

を基に、今後、効果的な父親支援の方法・評価項目の整理を進め、日本国内における事業内容を検

討する必要がある。父親と家族の健康をサポートするためには、家庭生活や働き方を包括的に捉え、

父親の健康や育児を支援する仕組みづくりが必要と言える。今後も引き続き、職場・保健医療機関・

地域における父親を対象とした介入プログラムの内容やエビデンスを整理することで、研究者、政

策立案者、実務者にとって有益な情報提供資料を作成したい。 
 
研究協力者 
須藤 茉衣子（国立成育医療研究センター研究所

政策科学研究部・研究員） 
奥村 貴帆（国立成育医療研究センター研究所政

策科学研究部・共同研究員） 
Olukunmi Balogun（国立成育医療研究センター研

究所政策科学研究部・研究員） 

 
Bibha Dhungel（国立成育医療研究センター研究

所政策科学研究部・研究員） 
小河 邦雄（国立成育医療研究センター研究所政

策科学研究部・共同研究員） 
片岡 智恵美（国立成育医療研究センター研究所

政策科学研究部・共同研究員） 



 

38 
 

芹澤 優子（国立成育医療研究センター研究所政

策科学研究部・共同研究員） 
 
Ａ．研究目的 
本研究では、日本国内での取り組みの参考とな

るよう、諸外国における父親支援の法制度の状況、

及び現在までに実施されている、父親を対象とし

た介入研究のエビデンスを整理することを目的

とした。父親を対象とした介入研究のエビデンス

整理に関しては、2 種類の文献レビューを実施し

た。 
1 つめの文献レビューでは、職域における父親

対象の介入研究を対象とした。一般男性が多くの

時間を過ごす職場での介入プログラムは、必要な

情報やサポートを効率的に提供できる可能性が

ある。職場での父親対象介入プログラムにはどの

ようなものがあるのか、また介入により、父親や

その家族の健康・Wellbeing にどのような効果を

もたらすのかを明らかにするために、系統的レビ

ューを行った。 
2 つめの文献レビューでは、妊娠期から産後 1

年以内の「周産期」における父親対象介入研究を

対象とした。世界的に見ても、妊婦のパートナー

や乳幼児の父親を対象とした介入研究は数が限

られており、この時期の男性の健康や子育てをど

う支援できるかに関する知見の蓄積が課題とな

っている。周産期の父親を対象とした介入方法や

その評価項目等を整理し、父親支援の事業内容や

評価方法に関する情報提供資料を作成すること

を目的に、スコーピング・レビューを行った。Web
サイトによる情報収集や文献レビューの結果か

ら、父親の健康を測定・把握するための評価ツー

ルに関する情報もあわせて整理した。 
 
Ｂ．研究方法 
１．諸外国の父親支援の法制度に関する情報収集 
各国の公的機関等の Web サイトによる情報収

集を行った。情報収集は、海外調査会社（ワール

ドインテリジェンスパートナーズジャパン株式

会社）の現地調査員が、現地言語により行った（調

査実施期間：2021 年 6 月 22 日～2022 年 3 月 31
日）。調査対象国はカナダ、イギリス、フランス、

オーストラリア、フィンランド、スウェーデン、

韓国を設定したが、韓国に関しては「父親支援」

に関する母子保健・子育て支援施策に関する詳細

な情報が収集できず、今回の報告からは除外した。 
 
２．職域における父親を対象とした介入研究の系

統的レビュー 
職域における労働環境の改善を目的とした父

親対象介入研究を特定するため、医学情報検索の

専門家が検索式を作成し、MEDLINE, EMBASE, 
CENTRAL, PsycINFO, ERIC, SSCIの6つのデータ

ベースを用いて文献検索を行った（検索日：2020
年2-4月）。介入目的の「労働環境」は、主に柔軟

性･労働負荷･休暇制度の3つの要素を基に定義し

た。2名が独立してスクリーニングを行い、選択

基準に基づいて文献選択を行った。特定された研

究に関して、研究結果のデータ抽出を行った。

Cochrane risk of bias checklistを用いて各研究の評

価を行い、定性的に結果をまとめ記述した。 
 
３．周産期における父親対象介入研究のスコーピ

ング・レビュー 
 周産期（妊娠期から産後1年まで）の父親を対

象とした介入研究を特定するため、医学情報検索

の専門家が検索式を作成し、MEDLINE, EMBASE, 
CENTRAL, PsycINFO, ERIC, CINAHLの6つのデ

ータベースを用いて文献検索を行った（検索日：

2020年６月）。収集した文献に関して、選択基準

に基づいて、2名が独立してタイトル・アブスト

ラクトによる一次スクリーニングを行った。一次

スクリーニングで抽出された候補文献に関して、

フルテキスト・スクリーニングを行い、文献を選

択した。選択された文献に関して、データ抽出用

のフォームを作成し、以下の項目に関する情報を

各文献から抽出した：国、研究デザイン、対象者、

サンプルサイズ、研究の目的、介入の情報（種類・

タイミング・セッティング・提供者・頻度）、コ

ントロール群の情報、アウトカム（使用された尺

度）。 
 
４．父親の健康に関する評価ツールの整理 
 Webサイトによる情報収集の結果から、各国の
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父親支援の現場で使用されている評価ツールに

関する情報を抽出した。あわせて、2種類の文献

レビューに含まれた介入研究から、アウトカムの

測定に用いられていた尺度を抽出した。それらの

結果から、父親の健康に関する評価ツールの一覧

を作成した。 
 
５．倫理的配慮 
 本研究では、各国のWebサイトによる情報収集

や、既に出版された研究論文を対象に文献レビュ

ーを行ったため、倫理審査委員会への申請は不要

と考えられた。 
 
Ｃ．研究結果 
１．諸外国の父親支援の法制度に関する情報収集 

妊娠期や産後の時期に、一般集団の父親を対象

にスクリーニングを実施することは稀であるが、

NHS イングランドは、妊娠中及び、出産後の母親

の精神状態が良好でないと判断された場合、その

パートナーにも精神状態の診断が行われること

を長期計画に盛り込んでいた（The NHS Long 
Term Plan by 2023/24）。母子保健サービスに力を

入れているフィンランドでは、一部の自治体で

「父親ネウボラ」を実施しており、父親の健康状

態の検査や、現在の生活習慣、父親の役割、パー

トナー関係、自分の幼少時の家庭環境などに関す

る面談等を実施している。 
各国で、自治体の保健センターなどが妊娠期や

産後の両親を対象としたクラスを開催しており、

国によっては男性の参加を積極的に促していた。

例えばフランスでは、妊娠４か月から受けられる

出産前面談（１回）と出産準備クラス（７回）は、

国民健康保健で 100%カバーされ、出産前面談は

両親揃って受けることが推奨されていた。各国で

行われている両親学級では、レクチャーやデモン

ストレーションのほか、参加家庭によるグループ

活動（ディスカッション等）が行われており、そ

こでピアサポートの実現が期待されていること

がうかがえた。また、カナダの Dad Central（NGO）、

スウェーデンの MÄN（NPO）など、父親の子育

て支援関連の活動を行っている団体が運営して

いるピアサポートグループの活動も報告されて

いた。ミートアップやフェイスブックといった、

SNS を通じた集まりなども紹介されていた。 
 また、各国において、ウェブサイトでの父親向

け情報発信を行っていた。オーストラリアでは父

親の育児参加を励ます非営利団体が複数存在し、

そうした団体が育児休暇など政府の公的支援の

活用を促すキャンペーンを実施しており、オース

トラリア政府はそれらの民間団体を経済的に支

援している。ウェブサイトでは、情報発信だけで

はなく、24 時間体制で利用可能なオンライン、も

しくは電話によるカウンセリングサービスが無

料で提供されている（保健省・社会福祉サービス

庁）。カナダやオーストラリアでは、先住民族の

父親を対象とした、父親の役割の促進活動も報告

されていた。 
 支援者の人材育成に関して、フィンランドの国

立保健福祉研究所（THL）は、ネウボラスタッフ

や保健師の大半は女性だが、性別が父親とのコミ

ュニケーションの妨げになってはならないとし、

父親支援の今後の課題として、保健師のコミュニ

ケーション能力やスタンスの改善を挙げている。

またスウェーデン地方自治体連合（SKR）も、一

般的に、保健サービスの現場では看護師が父親を

有能な親だと認識していないとし、各地域の子ど

も保健サービスの現場における保健医療従事者

向けの戦略文書を作成している。 
各国の母子保健・子育て支援施策に関する法律

上の記載に関しては、とくに「父親」としての記

載や父親に限定した内容は見当たらず、両親への

支援として記載されているようであった（参考：

令和２年度分担報告書）。 
 
２．職域における父親を対象とした介入研究の系

統的レビュー 
 職域における労働環境の改善を目的とした父

親（両親）対象介入研究として、7 研究（19 論文）

が特定された。介入プログラムの内容としては、

労働時間の 25％削減、IT を用いた勤務シフトの

選択制度の導入、管理職・従業員を対象とするワ

ークライフバランス（WLB）・トレーニング、職

場でのペアレント・トレーニング（Workplace 
Triple P）、個別カウンセリング、に関して報告さ
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れていた。「父親」に焦点をあてた研究は見つか

らず、研究対象は、全従業員、もしくは子どもの

いる就労者として設定されていた。7 研究すべて

において、対象者の睡眠や身体症状、ストレスや

不安といったメンタルヘルス、ワークライフ・コ

ンフリクトやファシリテーション、仕事や育児に

関する効力感、プレゼンティズム／アブセンティ

ズム、さらには、子どもの睡眠や情緒的アウトカ

ムなども含め、何かしらのポジティブな効果が報

告されていた。一方で、育児時間や子どもと過ご

す時間に関しては、関連アウトカムを報告してい

るすべての研究（労働時間の 25％削減、勤務シフ

トの選択制、WLB トレーニング）で、介入の効

果が認められていなかった。エビデンスの確から

しさに関しては、非ランダム化試験における対象

者の選択バイアス、対象者自身の報告によるアウ

トカム測定での盲検化の欠如によるバイアス、対

象者の多くに女性や一般従業員（子どもの親以外）

を含むことによる非直接性、不十分なサンプルサ

イズ、等の理由により、ネガティブな影響を受け

る可能性が考えられる。（参考：令和３年度分担

報告書） 
 
３．周産期における父親対象介入研究のスコーピ

ング・レビュー 
 2020 年 7 月までに発表された、周産期（妊娠

期から産後 1 年以内）の父親を対象とした介入研

究 119 件（132 論文）を特定した。妊娠中から産

後の「父親」に特化した研究は少なく、ほとんど

の研究が両親を対象としていた。研究の特徴に関

して、対象研究の半数以上（68.9%）が RCT であ

ったが、約半数（50.4%）がサンプルサイズ 100
以下で、フォローアップ期間は 3 ヶ月以下が

59.7%、医療機関での介入が 54.6%であった。研

究テーマは、両親のメンタルヘルスや、家族関係

（親子・夫婦関係）を対象としたものが多かった。

介入プログラムの内容は、教育的介入（情報提供、

ディスカッション等）、心理的介入（カウンセリ

ング、認知行動療法等）、入院中のサポートとケ

ア（家族中心ケア、Skin-to-skin contact 等）など、

さまざまなタイプの介入プログラムが行われて

いた。また、介入プログラムの提供者は、医療専

門職の他、研修を受けたインストラクターやピア、

心理療法士、理学療法士、ソーシャルワーカーな

ど多様であり、男性（同性）のプログラム提供者

が採用されている研究も複数みられた（参考：令

和４年度分担報告書）。 
 
４．父親の健康に関する評価ツールの整理 
 諸外国の父親支援の法制度に関する情報収集

の結果、各国で父親のスクリーニング尺度として、

EPDS、Whooley の 2 項目質問票、AUDIT、BDI
（ベックうつ病調査票）、GMDS（ゴットランド

の男性のうつ病スケール）といった国際的に用い

られている指標が用いられていた。また、例えば

フィンランド国立保健福祉研究所は、DV や両親

のリソース（気力・体力、セーフティネットなど）

に関するチェックリストを作成してネウボラ等

での面談時に使用しているなど、各国の専門機関

が独自に作成している評価ツールもみられた。 
 職域における労働環境の改善を目的とした父

親（両親）対象介入研究では、睡眠時間や睡眠の

質を測定する尺度（Karolinska, PSQI など）や、回

復要求（Need for recovery）、ストレス・不安・う

つ等のメンタルヘルスや身体症状（DASS, 
PANAS, DISE, PHQ-8 など）、アルコール（AUDIT）、
Absenteeism や Presenteeism（欠勤の状況など）を

測定していた。 
周産期における父親対象介入研究では、介入の

目的ごとに、以下のように、さまざまな概念を測

定するための尺度が開発されていた：概念の例；

【育児行動】（父親の関与、コペアレンティング、

育児への適応、母乳育児、態度・信念）、【父子関

係】（父子の相互作用・関係、アタッチメント、

愛着、機能不全の相互作用）、【夫婦（カップル）

関係】（夫婦の満足度、態度・信念、クライシス、

カップルの相互作用、共同養育・サポート関係）、

【メンタル・Well-being】（ストレス、不安、うつ、

感情制御、親としての自信・効力感、自尊心、そ

の他）、【その他】（健康行動、一般的健康・睡眠、

虐待・IPV、出産体験、ソーシャルサポート）な

ど。また同じ概念に関しても、複数の種類の尺度

が用いられていた。 
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Ｄ．考察 
 各国の Web サイトによる海外調査では、父親

の健康状態のアセスメントや、男性向けの情報提

供、家庭訪問でのアウトリーチ、民間団体による

情報発信や相談・サポートグループの運営、政府

による父親支援を実施する民間団体の支援、父親

を含めた家族への支援を提供するための保健医

療従事者への働きかけ、など各国の父親支援の現

状を概観した。各国で、日本国内では実施されて

いない、父親に焦点を当てたユニークな取り組み

が行われていた。こういった他の先進国の取り組

みをもとに、日本国内における有意義な父親支援

に関する事業内容を検討することが課題である。 
 職域における父親を対象とした介入研究の系

統的レビューに含まれた研究では、5 つのタイプ

の介入プログラムが評価されており、すべての研

究において、対象者の身体症状や睡眠、メンタル

ヘルス、ワークライフバランス、仕事や育児に関

する効力感、労働パフォーマンス、さらには、子

どもの睡眠や情緒的アウトカムなど、何かしらの

ポジティブな効果が報告されていた。このことは、

職場における労働環境（柔軟性･労働負荷･休暇制

度）の改善を目的とした介入が、本人及び家族の

健康や Wellbeing にとって有効である可能性を示

している。一方で、今回の職域における労働環境

の改善を目的とした介入研究の結果では、対象者

の育児時間や、男性が子どもと過ごす時間に関し

ては介入の有意な効果が認められなかったと報

告されていた。この結果から、男性がより育児に

関わるためには、働き方のみならず、子育てに関

する情報提供やサポートが必要であるとも考え

られる。 
周産期の父親を対象とした介入研究のレビュ

ーでは、教育的介入、心理的介入、入院中のサポ

ート・ケアなど、多様な介入プログラムが提供さ

れていた。プログラム提供者として、男性（同性）

を採用している研究も複数みられた。妊娠中から

産後の「父親」に特化した研究は少なく、ほとん

どの研究が両親を対象としていた。医療機関での

介入が 54.6%と半数を占め、今後は医療機関を訪

れない父親を含め、周産期における多様な父親を

想定した介入研究が必要であると考えられた。 

評価ツールに関しては、周産期の父親の健康状

況を把握するため、多様な概念の尺度が開発され

ていることがわかった一方、同じ概念でも複数の

種類の尺度が用いられており、このことは研究間

で効果を比較する際の課題になると考えられた。 
 
Ｅ．結論    

今回の海外調査で収集された、各国の父親支援

に関する情報を基に、今後、効果的な父親支援の

方法・評価項目の整理を進め、日本国内における

事業内容を検討する必要がある。職場での介入は、

周産期の保健医療機関のフィールドではアプロ

ーチできない集団に対しても効率的に介入プロ

グラムを提供できる可能性がある一方で、「父親」

に対象を限定した研究は見つからず、職場で妊

娠・出産・育児に特化した介入プログラムを実施

することは困難であることが示唆された。また周

産期の父親を対象とした介入研究でも、父親に焦

点をあてた研究は少なかった。父親と家族の健康

をサポートするためには、家庭生活や働き方を包

括的に捉え、父親の健康や育児を支援する仕組み

づくりが必要と言える。今後も引き続き、職場・

保健医療機関・地域における父親を対象とした介

入プログラムの内容やエビデンスを整理するこ

とで、研究者、政策立案者、実務者にとって有益

な情報提供資料を作成したい。 
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令和 2～4 年度 厚生労働科学研究費補助金 
成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業） 

総合・分担研究報告書 
 

自治体の父親支援モデルの構築・評価 
 

研究分担者 立花 良之 
（国立成育医療研究センターこころの診療部乳幼児メンタルヘルス科・診療部長） 

               
研究要旨  
背景：本研究では、自治体における父親支援モデルを構築しそれを評価した。具体的には、令和 2
年度には東京都多摩市において地域での父親の育児についての啓発プログラムを作成し講演会を

実施し、自治体支援にかかる父親支援方法について検討した。加えて、父親支援マニュアルを作成

した。令和 3 年度には、自治体における父親支援プログラムを作成し、研究フィールドを検討した。

令和 4 年度には、東京都武蔵野市にて保健師と地域子育て支援拠点スタッフ（ひろばスタッフ）に

よる父親支援プログラムを、東京都世田谷区にてリーフレットを用いたオンライン父親講座を実施

し、その効果を探索的に検証した。 
方法：【多摩市】令和 2 年度に父親の育児啓発講演会、講師と多摩市長による講師対談を開催し、

講演会参加者にアンケートを実施した。【父親支援マニュアル】令和 2 年度に産業保健と家族心理

学の知見をまとめた。【武蔵野市】令和 3 年度から 4 年度にかけて、従来行われてきた「こうのと

り学級」（育児手技を実習する両親学級、これを本プログラムでは「こうのとり学級手技編」とす

る）に加え、保健センター保健師と子育て支援拠点スタッフが合同で父親支援を行う「父親支援プ

ログラム」を計画・実施し、育児に対する自己効力感、MIBS、EPDS、育児サポート源といった心

理指標を用いてその効果を検討した。【世田谷区】令和 3 年度から 4 年度にかけて、父親支援リー

フレットを用いたオンライン父親講座を計画・実施した。父親・母親双方に、妊娠 36 週時および

産後 2 か月時に EPDS、MIBS、WHO5、夫婦関係、育児に対する自己効力感からなるアンケート調

査を実施した。 
結果：【多摩市】TAMA 女性センター及び子育て支援課との共催による講演会「良いパパって何？

～頑張りすぎず、自分と家族を大切に～」を開催した。【父親支援マニュアル】産業保健と家族心理

学の観点からの父親支援の在り方について検討し、マニュアル化した。【武蔵野市】保健師とひろば

スタッフによる父親支援プログラムの実施により、父親および母親の育児に対する自己効力感は高

まらなかった。一方、父親支援プログラムを受講した父親および母親は、受講後にひろばスタッフ

をサポート源としてより捉えるようになっていた。【世田谷区】介入群の父親には産後 2 か月時に

精神的健康度の低下がみられ、育児行動全体にはコントロール群との差はみられず、平日のおむつ

替え（尿）のみで頻度が高かった。一方母親は介入群で赤ちゃんへの気持ちが有意に良好であり、

精神的健康度も高かった。 
考察：本研究では、父親の育児啓発講演会を実施し、育児支援マニュアルを作成し、父親と地域を

つなぐ父親支援プログラムやオンライン父親講座を実施した。得られた結果を踏まえ、父親の子育

て支援の在り方について今後検討する必要がある。 
 
研究協力者 
水本 深喜（松蔭大学コミュニケーション文化学

部・准教授） 
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武蔵野市子ども家庭部子ども子育て支援課 
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阿部 裕行（多摩市長） 
須田 雄次郎（多摩市役所・くらしと文化部長） 
本多 剛史（多摩市役所・子ども青少年部長） 
河島 理恵（多摩市役所・くらしと文化部・平和

人権課長、ＴＡＭＡ女性センター長） 
水野 誠（多摩市役所・子ども青少年部・子育て・

若者政策担当課長） 
山本 悠太郎（多摩市役所・くらしと文化部平和・

人権課、ＴＡＭＡ女性センター・

平和・人権・男女平等参画担当） 
五十嵐 千代（東京工科大学医学保健学部看護学

科・教授） 
小野寺 敦子（目白大学心理学部心理カウンセリ

ング学科・教授）  
吉原 佐紀子（特定非営利活動法人ここよみ・代

表理事、世田谷区子育て支援コー

ディネーター） 
菰田 敦子（国立成育医療研究センターこころの

診療部乳幼児メンタルヘルス診療

科・研究補助員） 
坂田 隆美（国立成育医療研究センターこころの

診療部乳幼児メンタルヘルス診療

科・研究補助員） 
 
Ａ．研究目的 
本女性の社会進出が進むとともに、また核家族

化が進み家事や育児に対する祖父母からの支援

が減少するとともに、男性の家事・育児への関与

の重要性は高まってきている。一方、母親のみな

らず父親にも産後うつが生じ得ることが知られ

てきており、父親自身のメンタルヘルス低下を予

防することも重要である。社会的期待に応じ、家

事育児負担に疲弊するのではなく、自身のメンタ

ルヘルスをケアすることも考えながら、父親とし

て主体的に育児に関わることを促す心理教育的

アプローチが必要である。これらを踏まえ、自治

体における父親支援モデルを構築しそれを評価

した。具体的には、令和 2 年度には東京都多摩市

において地域での父親の育児についての啓発プ

ログラムを作成し講演会を実施し、自治体支援に

かかる父親支援方法について検討した。加えて、

父親支援マニュアルを作成した。令和 3 年度に

は、自治体における父親支援プログラムを作成し、

研究フィールドを検討した。令和 4 年度には、東

京都武蔵野市にて保健師と地域子育て支援拠点

スタッフによる父親支援プログラムを、東京都世

田谷区にてリーフレットを用いたオンライン父

親講座を実施し、その効果を探索的に検証した。 
 

Ｂ．研究方法 
１．多摩市と連携した活動 
1-1．多摩市との講演会の共催 

令和3年3月28日（日曜日）14時00分から15時30
分に渡り、KDDI LINK FOREST（多摩市鶴牧）を

会場に、多摩市のTAMA女性センター及び子育て

支援課との共催による講演会「良いパパって何？

～頑張りすぎず、自分と家族を大切に～」を開催

した。講師は、本研究の分担者である立花良之ら

である。立花は、精神科医として、長年、母子の

メンタルヘルスに携わってきた立場から、家族の

メンタルヘルスにおける父親の心身の健康の重

要性や、子育てアドバイス等の講演をした。 
イベントの告知は、多摩市制作のポスター・パ

ンフレット・市の公式ホームページで実施した。

参加者の募集は、多摩市ホームページに作成され

た申し込みサイトで行った。その際には、参加対

象者が「お子さんのいる市民、これから親になる

市民」であることが周知された。新型コロナウイ

ルス感染症対策として、定員は本来の会場の定員

数の半分以下である100人とした。また、１歳以

上の未就学児１０人を事前の予約で預かる保育

所を設けることで、小さな子のいる親が参加しや

すい配慮がなされた。 
 

1-2．講演後の対談の実施 
1-1.の講演会後、阿部裕行多摩市長、立花らに

よる対談を行った。この対談は、参加者からの質

問に対し講師が回答する形で進められた。参加者

が来場した際に受け付けで「質問票」を配布し、

講師への質問がある場合は自由記述で記入して

もらい回収した。多摩市で作成された「質問票」

は、「パパ（これからパパを含む）の聞きたいこ

と」と「ママ（これからママを含む）、その他の



 

45 
 

皆さんが聞きたいこと」の欄に分けることで、男

性の意見がより明確に回収できる形にした。さら

に「聞きたいこと」の内容が「自分のこと・子ど

ものこと・その他」のいずれにあたるのかを選択

し、丸を付けてもらった。なお、講師対談の時間

には限りがあるため、取り上げることができなか

った質問からいくつかを選択し、立花が精神科医

の立場から回答したものを、多摩市のホームペー

ジに掲載する措置をとった。また、参加者が子育

てなどについて相談したい場合の参考になるよ

う、相談所一覧が記載された多摩市のパンフレッ

トを配布した。 
 
1-3．講演会参加者へのアンケートの実施 
多摩市の公式ホームページに講演会の参加申

し込みをする際、同意した参加者に、事前アンケ

ート〔資料①：ただし、電子版に作り変える前の

原本である〕に回答してもらった。事前アンケー

トの質問3には、抑うつ状態を簡易的にスクリー

ニングする2つの質問を含めた。さらに、当日の

受け付け時に、事後アンケート〔資料②〕を配布

し、任意で回答してもらった。 
事前・事後アンケートには、「自分は親に向い

ていると思いますか？」という共通項目を設定し

た。「自分は親に向いていると思いますか？」は、

数か月後に初めて父親になる男性に対し、親にな

る前と親になった6か月後の2回、調査を行った縦

断研究（小野寺・青木・小山、1998）を参考にし

て作成した質問項目である。この研究では、自分

が親に向いていると感じている男性ほど、父親に

なる喜びや人間的な成長意識が強く、子どもに共

感できているという自信、子育てそのものに対す

る肯定的な姿勢がみられたという結果となって

いる。 
 

２．父親支援マニュアルの作成 
産業保健分野のパートは、産業保健師として日

本の産業保健分野をけん引してきた五十嵐千代

氏（東京工科大学医療保健学部看護学科教授）の

見識を報告する内容とし、日本における産業保健

支援の現状が伝えられた。中でも、日本において、

労働者数の6割（およそ3500万人程度）となる、

中小企業の勤務者に対する支援の必要性が述べ

られた。本研究の課題である包括的な支援の方策

の1つとなる、産業保健師や地域の保健師、臨床

心理士らによる中小企業への定期的な訪問・相談

業務が提言された。家族心理学分野のパートは、

1990年代から率先して父親研究を続けてきた小

野寺敦子氏（目白大学心理学部心理カウンセリン

グ学科教授）の臨床及び研究に係る見識を報告す

る内容とした。生涯発達の視点でみると男性にと

っての育児は子どもの好奇心に訴えかける性質

を含むという、父親の特性が述べられた。父親と

母親が育児において同じ役割をする必要はなく、

父親の積極的な育児への参加においては「サポー

ター的立場から、自分のためとなる育自」という

考えも有効であるとされた。育児を楽しむことは、

父親のメンタルヘルスにもいいこと、また将来的

な父親支援につながる様な、より包括的な、父親

教育の必要性にも言及している。 
 

３． 武蔵野市における介入研究 

3-1．介入 

本研究で行う「父親支援プログラム」では、従

来、東京都武蔵野市で行われてきた「こうのとり

学級」（「こうのとり学級手技編」）に加え、保健

センター保健師と子育て支援拠点スタッフが合

同で父親支援を行った。 
保健師は、父親および母親に対し、子どもとの

関係性を育てる関わりを促し、父親自身も子育て

の担い手であり子育てをサポートされる対象で

あることを知ることができるような心理教育を

行った（「こうのとり学級心構え編」、30 分程度、

添付資料１参照）。 
子育て支援拠点スタッフは、身近な子育て支援

の場所としてのひろばの存在を知らせ、父親がひ

ろばに子どもを連れて行くことは自然なことで

あることを知ってもらうことを目的とした。そし

て、近所に住む父親・母親同士が交流を持つこと

で、地域での仲間作りを援助した。子育て支援拠

点スタッフは、地域毎に別れた父親・母親のグル

ープワークをファシリテートした（「こうのとり

学級ひろば編」、30 分間、添付資料 2 参照）。 
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3-2．割付方法と割付調整因子 

武蔵野市の両親学級「こうのとり学級」は、通

常武蔵野市内の地域ごとに参加者をグループ分

けして行われている。本研究では、参加者の地域

差が研究結果に反映されることを防ぐために、割

り付けは、こうのとり学級でグループ分けする住

所の地名を調整因子とし、研究参加者に地域が偏

らないように以下の 2 群に層別割付を行った（図

1）。 
・コントロール群（A 群）： 
「父親支援プログラム」を後に実施する群 

・介入群（B 群）： 
「父親支援プログラム」を先に実施する群 

 
研究参加者（父親および母親）に対しては、父

親支援プログラム登録時もしくは当日に web に

てベースラインアンケートを実施した。その後 B
群には「父親支援プログラム」および「こうのと

り学級」受講後に事後アンケートを実施し（「父

親支援プログラム」を実施後に回答する群）、A 群

には「こうのとり学級」受講後「父親支援プログ

ラム」受講前に事後アンケートを実施した（「父

親支援プログラム」を実施前に回答する群）（1 日

目）。 
その後日、A 群および B 群には、おでかけひろ

ばにおいてひろばスタッフが座談会、館内ツアー、

先輩パパとの交流などのプログラムを行った（2
日目）。 

1 日目、2 日目の最後には、プログラムの感想

を伺うアンケート調査を実施した。

 
3-3．調査内容 
① 研究参加者背景情報 
収集時期 同意取得時/登録時またはベースライン時 
情報内容 父親の年齢、父親の最終学歴、父親の勤務状況、父親の年収、 

母親の年齢、母親の最終学歴、母親の勤務状況、母親の年収、世帯年収、 
子どもの出生日、第何子か、児の性別、多胎・単胎 

収集方法 研究責任者または研究分担者がオンラインで情報を収集し、データマネジメント責任

者が管理した。 
 
② アンケート 
収集時期 ベースライン時および父親支援プログラム受講時 
情報内容 1． 育児に対する自己効力感尺度 1） 

Bandura の自己効力理論に基づき作成された、13 項目、5 件法の尺度。妊娠期にも

用いられる。 
 

2．MIBS-J (Mother-to-Infant Bonding Scale 日本語版) 
「赤ちゃんへの気持ち質問票」ともいう。研究対象者の子どもに対する気持ちを

問う 10 項目の設問からなり、各設問に 0～3 の 4 段階で回答する質問票。 
 

3．EPDS (Edinburgh Postnatal Depression Scale) 
「エジンバラ産後うつ質問票」ともいう。研究対象者の産後の気分について問う

10 項目の設問からなり、各設問に 0～3 の 4 段階で回答する質問票。妊娠中の気分

を問うためにも用いられる。 
 

４．育児サポート源 
 パートナー、親、友達、きょうだい、職場の同僚、保健師、ひろばスタッフなど
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を育児サポート源ととらえているのかどうかを聞いた。 
 
5．研修評価レベル１尺度 

研修がどの程度役立ったかについて、講習直後（レベル 1、9 項目）に伺う質問票。 
 
6．プログラム受講後の感想アンケート 
 プログラム 1 日目、2 日目受講後の感想を問う質問。  

収集方法 研究参加者自らが回答し、自らが Web にて、データマネジメント責任者へ提出した。 
 
③ アンケート実施のタイミングと内容 
・アンケート 1（ベースライン時、父母） 
 EPDS、MIBS、WHO-5、育児に対する自己効力感（未来形に修正）、夫婦関係満足度 
・アンケート 2（「父親支援プログラム」および「こうのとり」実施後（B 群）または「こうのとり」

実施後（A 群）、父母） 
  MIBS、育児に対する自己効力感（未来形に修正）  
・アンケート 3（1 日目終了後、父母） 
 研修評価レベル 1、父親支援プログラム受講後の感想アンケート（1 日目） 
・アンケート 4（2 日目終了後、父母） 
 ひろばプログラム受講後の感想アンケート（2 日目） 
 
※本研究では、アンケート 1 および 2 で介入効果を測定した。アンケート 3 および 4 は、プログラ

ム参加の感想を問うアンケートである。 
 
3-4．倫理的配慮 

研究実施にあたっては、国立成育医療研究セン

ター倫理審査委員会の承認を得た（2202-063）。研
究参加登録時には、参加者はwebにて研究計画や

倫理的配慮について明記された研究説明書を読

み、確認の上同意した。 
また、妊娠期におけるメンタルヘルス不調には

速やかな対応が必要なため、ベースラインアンケ

ートで、以下の回答がみられた場合には、データ

マネジメント責任者は速やかに研究責任者また

は研究分担者に連絡した。研究責任者または研究

分担者は該当する研究参加者に対し、支援窓口を

紹介するなど自発的に支援を受けるよう促した。 
① EPDS得点が13点以上、または項目10が2点以

上 
② MIBS得点が6点以上 
③ その他気になる回答  
 

４．世田谷区における介入研究 
本研究では、令和3年度には、オンライン父親

講座に用いるリーフレットの内容およびオンラ

イン講座の実施方法・効果測定の方法を検討した。

令和4年度には無作為割り付けによる効果測定の

計画に基づき、36週以降の妊娠期にある初めて赤

ちゃんを迎える父親を対象に、オンライン父親支

援講座を実施した。 
本講座では、新生児の父親に育児への主体的関

わりを促す心理教育リーフレットを用いた。リー

フレットは4ページ構成で、①父親育児の効果、

②赤ちゃんのことをよく知り、観察しよう、③父

親のメンタルヘルスセルフケア、④地域とのつな

がり、からなる。リーフレットには、米国で父親

支援に取り組むGarfield（2015）の枠組みを参考に

し、以下の要素を取り入れている。 
・父親の育児参加の効果に発達心理学、公衆衛生

学の知見 
・赤ちゃんの発達的理解に発達心理学の知見、乳

児育児支援プログラムのNBO（Brazelton）、Hug 
your baby（Tedder） 
・周産期メンタルヘルス改善への効果が実証さ
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れている対人関係療法 
・地域支援情報 
オンライン父親講座はこのリーフレットを用い、

研究分担者および研究協力者が行った。講座は

zoomで、同日参加者に対し一斉に実施した。講座

時間は40分程度である。介入群にはこのオンライ

ン父親講座を妊娠36週以降の妊娠期に、コントロ

ール群には産後2ヶ月のアンケート回答後に実施

した。オンライン父親講座の効果については、ベ

ースライン・産後2か月間差の介入群・コントロ

ール群間差を分析した。 

 
4-1． アンケートの内容 
①  研究参加者背景情報 
収集時期 同意取得時/登録時またはベースライン時 
情報内容 父親の年齢、父親の最終学歴、父親の勤務状況、父親の年収、 

母親の年齢、母親の最終学歴、母親の勤務状況、母親の年収、世帯年収、 
子どもの出生日、第何子か、児の性別、多胎・単胎 

収集方法 研究責任者または研究分担者がオンラインで情報を収集し、データマネジメント責任

者が管理する。 
 
② 尺度 
収集時期 ベースライン時およびオンライン父親講座受講後、産後 2 か月時（3 時点のペアデー

タは、氏名およびメールアドレスで紐付けた。） 
情報内容 1． 育児に対する自己効力感尺度 2) 

Bandura の自己効力理論に基づき作成された、13 項目、5 件法の尺度。妊娠期にも

用いられる 
 
2．育児行動 

育児行動 10 項目について平日、休日、それぞれにおける 1 日の平均実施回数を聞

き、その合計得点を育児行動得点とする。 
 

3．その他育児関連行動 
厚労省、ベネッセ、発達心理学における研究で用いられた育児関連行動 19 項目に

ついて平日、休日、それぞれにおける 1 日の平均実施回数を聞き、その合計得点を

育児関連行動得点とした。 
 
4. MIBS-J (Mother-to-Infant Bonding Scale 日本語版) 

「赤ちゃんへの気持ち質問票」ともいう。研究対象者の子どもに対する気持ちを問

う 10 項目の設問からなり、各設問に 0～3 の 4 段階で回答する質問票。妊娠期にも

用いられる。 
 

5．EPDS (Edinburgh Postnatal Depression Scale) 
「エジンバラ産後うつ質問票」ともいう。研究対象者の産後の気分について問う 10
項目の設問からなり、各設問に 0～3 の 4 段階で回答する質問票。妊娠期にも用い

られる。 
 

6．PSI-SF (Parenting Stress Index Short Form) 
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「育児ストレスインデックス ショートフォーム」ともいう。親の育児ストレスや

親子や家族の問題などを問う 19 項目の設問からなり、各設問に「まったく違う」

～「まったくそのとおり」の５段階で回答する質問票。 
 

7．WHO5 (The World Health Organization- Five Well-Being Index) 
「WHO-5 精神的健康状態表」ともいう。世界保健機関 (WHO) が精神的健康の測

定指標として推奨する質問票で、研究対象者の日常生活における気分状態を問う

5 項目の設問からなり、各設問に 0～5 の 6 段階で回答する質問票。 
 

8．夫婦関係満足度尺度 3) 
夫婦関係の満足度を問う QMI (Quality Marriage Index)「夫婦関係満足度尺度」であ

る。各設問に 4 段階で回答していただく 16 項目。 
 

9． 研修評価レベル１、レベル 3 尺度 
研修がどの程度役立ったかについて、介入群に対し、講習直後（レベル 1、9 項目）

と産後 2 ヶ月（レベル 3、6 項目）に伺う。  
収集方法 研究参加者自らが回答し、自らが Web にて、データマネジメント責任者へ提出した。 

 
4-2．アンケート実施のタイミングと内容 
・アンケート１-a（介入群およびコントロール群の父親・母親、ベースライン時） 
 EPDS、MIBS、WHO-5、育児に対する自己効力感（未来形に修正）、夫婦関係満足度 
・アンケート 1-b（介入群およびコントロール群の父親、プログラム実施後） 
  MIBS、育児に対する自己効力感（未来形に修正）、母親の受講の有無、研修評価レベル 1 
・アンケート２（介入群およびコントロール群の父親・母親、産後） 
 EPDS、MIBS、WHO-5、育児に対する自己効力感、育児ストレス、育児行動、夫婦関係満足度、

研修評価レベル 3（介入群のみ） 

 
4-3．倫理的配慮 
 研究実施にあたっては、国立成育医療研究セン

ター倫理審査委員会の承認を得た（2022-064）。研
究参加登録時には、参加者はwebにて研究計画や

倫理的配慮について明記された研究説明書を読

み、確認の上同意した。 
また、妊娠期におけるメンタルヘルス不調には

速やかな対応が必要なため、ベースラインアンケ

ートで、以下の回答がみられた場合には、データ

マネジメント責任者は速やかに研究責任者また

は研究分担者に連絡した。研究責任者または研究

分担者は該当する研究参加者に対し、支援窓口を

紹介するなど自発的に支援を受けるよう促した。 
① EPDS得点が13点以上、または項目10が2点以

上 

② MIBS得点が6点以上 
③ その他気になる回答  

 
Ｃ．研究結果  
１. 多摩市と連携した活動 
1-1．多摩市との講演会の共催 

事前の参加申し込みは64人であり、当日の参加

者は48人であった。参加者の内訳は、男性69％（33
人）、女性31％（15人）である。参加者の年齢は、

20代・2％、30代・44％、40代・47％、50代・5％、

60代・2％であった。 
保育所は、申し込み開始後の早い段階で10人満

員となり募集を締め切った。 
 
1-2．講演後の講師対談の実施 
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「質問票」による、質問総数は32であった。そ

のうち、「パパ（これからパパを含む）の聞きた

いこと」に記入された質問数は69％（質問数22）
である。質問の内訳は「自分のこと」41％（質問

数９）、「子どものこと」50％（質問数11）、「その

他」9％（質問数２）である。「ママ（これからマ

マを含む）、その他の皆さんが聞きたいこと」に

記入された質問数は31％（質問数10）だった。質

問の内訳は「自分のこと」20％（質問数2）、「子

どものこと」60％（質問数6）、「その他」20％（質

問数2）であった。 
 
２．武蔵野市における介入研究 

2022 年 11 月から 2023 年 2 月にかけて毎月 4
回実施された東京都武蔵野市こうのとり学級に

て研究参加者を募集した結果、父親 119 名、母親

121 名の参加を得た。平均年齢は、父親 35.49 歳

（SD=5.80）、母親 33.05 歳(SD=5.94)であった。 
 
2-1. プログラム実施前の全父親・母親の精神的適

応・各変数間の相関分析 
プログラムに参加した父親・母親の精神的適応

（EPDS、MIBS、育児への自己効力感）とサポー

ト源認知間の相関関係を分析した。 
その結果、父親においても母親においても

「EPDS」、「MIBS」、「育児に対する自己効力感」

の間には中程度の有意な相関がみられた。サポー

ト源認知に関しては、父親においてはとくに親や

友人をサポート源ととらえている場合には適応

が高く、トータルでのサポート源数の多さも適応

の高さと関連していた。一方母親では、トータル

でのサポート源数の多さが精神的適応の高さと

関連していたが、育児に対する自己効力感との関

連はみられなかった（表 1）。 
 
2-2. MIBS および育児に対する自己効力感のプ

レ・ポストの差の群間差 
本父親支援プログラムの効果を見るために

MIBS および育児に対する自己効力感のプレ・ポ

スト差の群間差を DID 分析で確認した。その結

果、父親・母親ともに、MIBS でも育児に対する

自己効力感でも有意差はみられなかった（表 2）。 
 

2-3．父親支援実施プレ・ポストにおけるサポー

ト源認知の群間差 
 本父親支援プログラムの特徴は、保健師と地域

子育て支援拠点スタッフ（ひろばスタッフ）が両

親学級に関わることである。このため、父親支援

プログラムの受講により保健師とひろばスタッ

フをサポート源と捉える人が増えたかどうかを χ
二乗検定で分析した。その結果、父親・母親とも

保健師についてはプレ・ポストにおいてサポート

源と捉える人数に介入群・コントロール群間差は

みられなかった。一方ひろばスタッフについては、

ポストにおいてサポート源と捉える人数に父親

では介入群でコントロール群よりも有意に度数

が高かった（母親では有意傾向）（表 3）。 
 
３．世田谷区における介入研究 
3-1．オンライン父親講座の実施 
 本研究では、父親が妊娠中・産後 2 か月の両ア

ンケートに協力した参加者を分析対象とした。分

析対象者は介入群で父親 12 名、母親 14 名で、コ

ントロール群では父親 20 名、母親 20 名であっ

た。平均年齢は、父親 32.86 歳（SD=7.28）、母親

30.34 歳（SD=5.98）であった。介入群にはオンラ

イン父親講座を 2022 年 10 月から 12 月に計 5 回

実施し、コントロール群には 2023 年 1 月から 2
月に計 3 回実施した。 

 
3-2．産後の各変数間の相関関係 
 父親・母親別に産後 2 か月時の EPDS、夫婦関

係、MIBS、育児自己効力感、育児ストレス、WHO5、
サポート源数、育児行動（平日）合計得点、育児

行動（休日）合計得点間の相関関係を分析した。

その結果、父親では夫婦関係と適応指標との間に

関連がみられ、夫婦関係を良好と捉えていると適

応も高いと考えられた。一方母親では夫婦関係と

適応指標との間に相関関係はみられなかった。 
 育児行動については、父親では休日の育児行動

のみで WHO5（精神的健康）との間に有意な正の

相関がみられた。母親では、相関関係はみられな

かった（表 4）。 
 
3-3．適応指標の妊娠期・産後 2 か月差の群間差 
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 父親・母親別に EPDS、WHO5、MIBS、育児に

対する自己効力感、夫婦関係について妊娠期・産

後 2 か月間差の介入群・コントロール群間差を

DID分析で検討した。その結果、父親ではEPDS、
MIBSと育児に対する自己効力感で有意差がみら

れなかった。WHO5 では有意差がみられ、介入群

よりもコントロール群で妊娠期・産後 2 か月間差

が有意に高かった（妊娠期＜産後 2 か月）一方母

親では、EPDS、夫婦関係に有意差はみられなか

った。WHO5 ではコントロール群よりも介入群

で妊娠期・産後 2 か月間差が有意に高かった（妊

娠期＜産後 2 か月）。MIBS では産後 2 か月から

妊娠期を引いた値が介入群で有意に高かった。

MIBS ではコントロール群よりも介入群で妊娠

期・産後 2 か月間差が有意に高かった（妊娠期＞

産後 2 か月）。育児に対する自己効力感では、介

入群よりもコントロール群で妊娠期・産後 2 か月

間差が有意に高かった（妊娠期＜産後 2 か月）（表

5）。 
 
3-4．産後育児ストレス、育児行動、地元での子

育て志向の群間差 
 産後 2 か月のみで回答を求めた「産後育児スト

レス」「育児行動（平日）」「育児行動（休日）」へ

の回答について、介入群・コントロール群間差を

対応のないｔ検定で調べた。その結果、有意差は

みられなかった。育児行動単項目では、「おむつ

を替える（尿、平日）」のみで有意差がみられ、

介入群でコントロール群よりも回数が有意に多

かった（t(30)=2.06、 p<.05）（表 6）。 
 
3-5．本オンライン父親講座実施前後の適応指標

の変化 
 本研究ではオンライン父親講座を妊娠期（36
週以降）と産後 2 か月で実施した。両タイミング

における講座実施前後での適応指標の変化を対

応のあるｔ検定で分析した。その結果、妊娠期に

講座を実施した介入群では「育児に対する自己効

力感」で受講前より受講後で有意に得点が高かっ

た。一方、産後 2 か月に講座を実施したコントロ

ール群では、MIBS にも育児に対する自己効力感

にも有意差はみられなかった（表 7）。 

Ｄ．考察 
１．多摩市と連携した活動   
 本研究では、父親支援の第一弾として、当事者

の実態・ニーズ調査を行い、さらにその気運を高

めるべく講演会を開催した。父親として、子育て

に積極的に関わろうとする意見が多く、育児休暇

取得への意識も高かった。一方、35％が家族と過

ごす時間があまり取れていないと回答しており、

父親自身の子育て意欲と実際の生活にズレが生

じている可能性が示唆された。こうした状況から

くるジレンマは、昨今の社会的な情勢と相まって、

精神的なストレスを大きくしていることも考え

られる。そのためにも、仕事・家庭・個人的な状

況の包括的な把握を進め、実態に即した支援体制

の構築が必須であると考える。また、本結果は、

父親支援の講演に関心のある参加者に対して行

われたものである。従って、男性全体とした母集

団の結果とは言い難い。また、男性支援に係る意

識の世代差も考察できていない。これらは今後の

課題であるといえよう。  
 
２．父親支援マニュアル 

各保健領域において社会情勢に合わせた支援

が行われ、体制が構築されてきた。領域や専門性

の違いは、時に支援における視点の違いが生じる

ものである。しかし、本研究における目的である、

領域をつなぐ情報の提供によって、その視点の違

いこそが、父親と家族を理解するための複合的な

視点や包括的な支援体制を作り上げていくもの

と考える。 
 
３．武蔵野市における介入研究 

保健師とひろばスタッフによる父親支援プロ

グラムの実施により、父親および母親の育児に対

する自己効力感は高まらなかった。しかし、これ

から父親・母親になろうとする人がひろばスタッ

フという新たなサポート源を認識するようにな

ることは、トータルでのサポート源が増えること

につながり、これがその後の精神的適応感や育児

に対する自己効力感の高まりにつながる可能性

があると期待される。 
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４．世田谷区における介入研究 
本研究では、初めて子どもを迎える父親にオン

ライン父親講座を実施し、その効果を探索的に検

討した。その結果、介入群の父親には産後 2 か月

時に精神的健康度の低下がみられ、育児行動全体

にはコントロール群との差はみられず、平日のお

むつ替え（尿）のみで生起頻度が高かった。一方

母親は介入群で赤ちゃんへの気持ちが有意に良

好であり、精神的健康度も高かった。こうしたこ

とから、本オンライン父親講座の実施効果は、精

神的健康度や良好なアタッチメント形成を促す

ような赤ちゃんへの気持ちといった点で、母親に

ポジティブな影響をおよぼしたと示唆された。オ

ンライン父親講座受講前後の MIBS および育児

に対する自己効力感の比較からは、本講座の実施

は産後ではなく妊娠期に実施した方が望ましい

と考えられた。育児行動と精神的適応指標との相

関関連、夫婦関係と精神的適応指標との関連も踏

まえ、父親の育児行動の意味について検討し、真

に父親を支援する方法について今後検討してい

く必要がある。 
 
Ｅ．結論    

本研究では、父親の育児啓発講演会を実施し、

育児支援マニュアルを作成し、父親と地域をつな

ぐ父親支援プログラムやオンライン父親講座を

実施した。得られた結果を踏まえ、父親の子育て

支援の在り方について今後検討する必要がある。 
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図 1 父親支援プログラム研究の流れ 
 
 
 

 
図2 オンライン父親講座評価の流れ 
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表 1 プログラム実施前の父親・母親の精神的適応と各変数の相関 

 
 
 
表2 MIBSおよび育児に対する自己効力感のプレ・ポスト差の群間差のDID分析の結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

MIBS .36 *** - -.49 *** .49 *** - -.60 ***

育児に対する自己効力感 -.50 *** -.49 *** - -.46 *** -.60 *** -

サポート源：パートナー -.12 -.04 -.06 -.06 -.28 ** .36 ***

サポート源：親 -.26 ** -.35 *** .32 *** -.04 -.15 .06

サポート源：きょうだい -.17 -.15 .27 ** -.10 .13 -.07

サポート源：友人 -.24 * -.30 *** .28 ** -.04 -.04 .02

サポート源：職場の同僚 -.17 -.08 .14 -.23 * -.12 .14

サポート源：保健師 .07 -.07 .01 -.17 -.17 -.06

サポート源：ひろばスタッフ .06 .00 .00 -.11 -.19 .10

サポート源数 -.23 * -.28 ** .29 ** -.23 ** -.19 * .09

母親(n =121)父親(n =119)

 

EPDS MIBS
育児に対する

自己効力感 EPDS MIBS
育児に対する

自己効力感

p値
【父親】

MIBS 3.00 （ 2.70 ） 3.26 （ 3.01 ） 4.56 （ 4.57 ） 4.14 （ 4.29 ） .155
育児に対する自己効力感 51.49 7.25 52.82 6.22 49.23 9.37 51.14 7.71 .518
【母親】

MIBS 3.04 （ 3.18 ） 3.26 （ 2.62 ） 3.23 （ 3.41 ） 3.25 （ 3.03 ） .623
育児に対する自己効力感 50.09 6.66 50.74 6.57 49.48 8.08 50.73 5.52 .453

　
介入群（父親・母親n=57） コントロール群(父親n=57，母親n =56)

プレ ポスト プレ ポスト
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表3 「保健師」「ひろばスタッフ」をサポート源として選択した度数の分布 

 
 
 
表4 父親・母親別に見た産後の各変数間の相関関係 

 
 
 
 
 

選択 非選択 選択 非選択 p値
保健師

父親
プレ 24 33 18 39 .332

ポスト 22 35 23 34 1.000
母親

プレ 18 39 20 36 .693
ポスト 15 42 18 38 .539

ひろばスタッフ
父親

プレ 12 45 8 49 .461
ポスト 21 36 8 49 .009

母親
プレ 9 48 7 49 .788

ポスト 15 42 6 50 .051

　
介入群 コントロール群

EPDS
夫婦
関係

MIBS
育児自己
効力感

育児ス
トレス

WHO5
サポート

源数
育児行動

平日

育児行動

休日

EPDS ― -.13 .62 *** -.54 ** .54 *** -.64 *** -.15 .27 .06

夫婦関係 -.65 *** ― .15 .05 .13 .26 -.04 -.01 .14

MIBS .26 -.48 ** ― -.50 ** .66 *** -.49 ** -.13 .12 -.01

育児自己
効力感

-.62 *** .43 * -.39 ＊ ― -.60 *** .56 ** .09 -.16 -.01

産後育児
ストレス

.20 -.30 .51 ** -.45 ― -.40 * .11 .04 -.04

WHO5 -.50 ** .56 ** -.31 .54 ** -.39 * ― .36 -.32 -.02

サポート
源数

.00 -.13 .09 .25 -.04 -.13 ― .15 .16

育児行動
平日

.13 .08 -.28 -.07 .01 .12 .05 ― .79 ***

育児行動
休日

-.04 .11 -.20 .07 -.20 .37 ＊ -.09 .60 *** ―

右上は母親，左下は父親の相関係数
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表5 父親・母親別に見た各適応指標の妊娠期・産後２か月間差の群間差についてのDID分析の結果 

 
 
 
表6 父親・母親別に見た産後変数の介入群・コントロール群間差についてのt検定の結果 

 
 
 
表7 オンライン父親講座受講前後の「MIBS」「育児に対する自己効力感」の差についてのｔ検定の結

果 

 

p値

【父親】
EPDS 5.50 （ 3.09 ） 3.58 （ 3.03 ） 5.60 （ 5.79 ） 3.40 （ 3.30 ） .803

WHO5 18.00（ 5.74 ） 16.58 （ 4.48 ） 16.30 （ 6.57 ） 19.35 （ 3.80 ） .015
MIBS 4.58（ 2.23 ） 2.33 （ 2.15 ） 4.55 （ 4.33 ） 2.25 （ 2.71 ） .972

育児に対する自己効力感 29.75（ 11.17 ） 51.83 （ 6.67 ） 26.00 （ 8.23 ） 52.80 （ 7.22 ） .394
夫婦関係 22.42（ 2.19 ） 22.08 （ 2.27 ） 22.10 （ 2.45 ） 22.20 （ 2.63 ） .591

【母親】
EPDS 4.38（ 4.94 ） 3.23 （ 2.95 ） 4.30 （ 3.03 ） 3.95 （ 3.53 ） .652

WHO5 16.62（ 4.03 ） 18.62 （ 2.79 ） 18.70 （ 3.31 ） 17.30 （ 5.57 ） .025
MIBS 4.85（ 3.29 ） 1.31 （ 1.60 ） 2.80 （ 2.42 ） 1.65 （ 1.81 ） .036

育児に対する自己効力感 29.77（ 4.51 ） 51.46 （ 3.04 ） 24.55 （ 6.35 ） 53.25 （ 7.89 ） .041
夫婦関係 22.69（ 2.06 ） 22.62 （ 2.29 ） 22.70 （ 1.87 ） 22.10 （ 2.90 ） .426

　

介入群（父親n=12・母親n=13） コントロール群(父親・母親n =20)

妊娠期 産後2か月 妊娠期 産後2か月

p  値 p 値

産後育児ストレス 20.58 （ 9.57 ） 15.00（ 9.75 ） .125 14.93（ 7.45 ） 15.35 （ 10.59 ） .899

育児行動平日 50.92 （ 32.03 ） 45.18（ 23.28 ） .562 101.64（ 63.60 ） 148.78 （ 156.98 ） .297

育児行動休日 54.54 （ 29.81 ） 67.30（ 39.59 ） .344 92.14（ 50.74 ） 85.68 （ 48.89 ） .711

この地域で子育てしたいと思う 3.40 （ 0.52 ） 3.22（ 0.81 ） .537 3.38（ 0.51 ） 3.59 （ 0.51 ） .285

介入群（n=12）
コントロール群

(n=20)
介入群(n=14) コントロール群(n=20)

　

母親父親

p値 p値
MIBS 4.58 （ 2.23 ） 3.33（ 1.37 ） .124 2.18 （ 2.92 ） 2.29（ 2.37 ） .859

育児に対する自己効力感 29.75 （ 11.17 ） 50.92（ 5.81 ） <.001 52.24 （ 8.14 ） 52.06（ 10.21 ） .937

　

介入群（妊娠期に講座実施n=12） コントロール群(産後2か月後に講座実施n =17)

受講前（妊娠期） 受講後 受講前（産後2か月） 受講後
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